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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．提出会社につき、平成13年8月31日を基準日に、無額面株式1株を無額面株式3株に分割しています。株式分

割の効力発生日は平成13年10月22日であり、第６期の1株当たり純資産額については、分割後の株数40,488

株で計算しています。また、第６期の1株当たり当期純損失は、期首に分割が行われたものとして計算して

います。第６期は、新株引受権方式により取締役2名及び使用人24名にストックオプションを付与したこと

に伴う新株引受権残高はありますが、1株当たり当期純損失が計上されているため、潜在株式調整後1株当た

り当期純利益を記載しておりません。第７期、第８期、第９期及び第10期の潜在株式調整後1株当たり当期

純利益については、１株当たり当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

３．第10期の当期純損益の大幅な減少は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等によるも

のであります。 

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（千円） 1,008,183 1,213,470 2,009,717 1,941,821 2,636,734 

経常損益（千円） △118,462 △640,097 △376,785 △403,944 △414,369 

当期純損益（千円） △260,483 △692,716 △379,142 △347,129 △1,276,781 

純資産額（千円） 6,042,812 5,339,124 4,947,396 4,620,558 3,498,494 

総資産額（千円） 6,208,551 5,495,844 5,137,217 5,331,873 5,642,657 

１株当たり純資産額（円） 149,249.47 131,869.30 122,194.16 114,121.68 84,943.78 

１株当たり当期純損益（円） △6,433.60 △17,109.18 △9,364.33 △8,573.64 △31,416.10 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 97.3 97.2 96.3 86.7 62.0 

自己資本利益率（％） △4.2 △12.2 △7.4 △7.3 △31.5 

株価収益率（倍） △98.08 △4.71 △18.69 △13.41 △3.40 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△1,135,582 210,980 △649,785 △154,851 △993,823 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△950,285 △720,858 434,980 △75,675 △1,024,710 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ － － － 1,794,499 

現金及び現金同等物の期末残

高（千円） 
3,349,010 2,821,625 2,605,858 2,382,983 2,178,229 

従業員数 57 57 56 72 53 



(2)提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第６期の1株当たり純資産額について、平成13年8月31日を基準日に、無額面株式1株を無額面株式3株に分割

しています。株式分割の効力発生日は平成13年10月22日であり、1株当たり純資産額については、分割後の

株数40,488株で計算しています。 

３．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づいて算出しております。第６期の1株当たり当期

純損失については、平成13年10月22日付で株式が分割されておりますが、これについては株式分割が期首に

行われたものとして算出しております。 

４．第10期の当期純損益の大幅な減少は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等によるも

のであります。 

５．第６期は、新株引受権方式により取締役2名及び使用人24名にストックオプションを付与したことに伴う新

株引受権残高はありますが、1株当たり当期純損失が計上されているため、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益を記載しておりません。第７期、第８期、第９期及び第10期の潜在株式調整後1株当たり当期純利益

については、１株当たり当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

６．第６期は、株式分割により発行済株式総数が増加しております。また、第10期は、第1回無担保転換社債型

新株予約権付社債の新株予約権の権利行使により発行済株式総数が増加しております。なお、詳細につきま

しては「第４ 提出会社の状況 １ 株式等の状況 (3）発行済株式総数、資本金等の推移」をご参照くだ

さい。 

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（千円） 1,076,862 1,214,472 1,990,416 1,937,603 2,089,871 

経常損益（千円） △122,569 △695,475 △339,720 △396,725 △240,563 

当期純損益（千円） △263,162 △738,708 △324,577 △339,585 △1,256,251 

資本金（千円） 2,972,725 2,972,725 2,972,725 2,972,725 3,022,725 

発行済株式総数（株） 40,488 40,488 40,488 40,488 41,187.30 

純資産額（千円） 6,038,018 5,291,445 4,958,114 4,638,375 3,521,448 

総資産額（千円） 6,199,271 5,427,574 5,144,919 4,947,819 5,451,946 

１株当たり純資産額（円） 149,131.06 130,691.70 122,458.86 114,561.74 85,501.11 

１株当たり配当額 

（うち１株当たり中間配当

額）（円） 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

１株当たり当期純損益（円） △6,499.77 △18,245.13 △8,016.63 △8,387.30 △30,910.95 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 97.4 97.5 96.4 93.7 64.6 

自己資本利益率（％） △4.3 △13.0 △6.3 △7.1 △30.8 

株価収益率（倍） △97.08 △4.41 △21.83 △13.71 △3.46 

配当性向（％） － － － － － 

従業員数(人) 50 46 49 41 36 



２【沿革】 

年月 事項 

平成８年７月 ３次元グラフィックス向けLSIの開発ならびに販売等を目的として株式会社リアルビジョンを横

浜市港北区に設立（資本金１億円） 

平成10年１月 自社開発による最初の３次元グラフィックス向けLSI「GA330ジオメトリエンジン」を開発 

平成11年４月 大阪事業所を開設 

平成11年７月 「GA330ジオメトリエンジン」をさらにバージョンアップさせた「GA400ジオメトリエンジン」を

開発、同月に販売開始となる日本電気株式会社のワークステーションに採用される。また、同社

より「GA400ジオメトリエンジン」を搭載した画像処理ボード「TE4E」も販売開始 

平成12年12月 東京証券取引所マザーズに株式を上場 

平成13年７月 米国カルフォルニア州にRVU,INC.を設立 

平成13年９月 Evans＆Sutherland Corp.（以下、E&S社）よりグラフィックス及びビデオ処理の技術に関するラ

イセンスを取得 

平成13年11月 最初の医療機器向けグラフィックスボードとして「VREngine/MD3」の販売を開始 

平成14年１月 北九州市若松区に株式会社リアルビジョン北九州を設立 

平成15年５月 放送機器向けグラフィックスボードの開発のため、３Dlabs,Inc.,Ltdと３次元グラフィックスＬ

ＳＩの供給及びサポート契約を締結 

平成15年９月 最初の遊技機器向けグラフィックスLSIの量産出荷を開始 

平成15年11月 最初の放送機器向けグラフィックスボードとして「VREngine/SD10」と「VREngine/HD10」の販売

を開始 

平成16年11月 ＬＳＩのターンキーサービスを主な業務とする台湾のMacroTech Semiconductor Corp.の株式の

取得によりMacroTech Semiconductor Corp.他３社を子会社化 

平成17年12月 医療機器及び航空管制等の特殊用途の液晶モニターメーカーである韓国のWIDE Corp.の株式と転

換社債型新株予約権付社債等を取得 

平成18年3月 ベンチャーキャピタルである株式会社ツナミネットワークパートナーズが業務執行組合員をつと

める民法上の組合であるTSUNAMI2002-1号投資事業組合（当社出資比率50.0％）及びTSUNAMI200

4-1号投資事業組合（当社出資比率90.9％）を子会社化 



３【事業の内容】 

 当社の企業集団は、当社（株式会社リアルビジョン）、連結子会社７社（RVU,INC.、株式会社リアルビジョン北九

州、MacroTech Semiconductor Corporation、 MacroTech Semiconductor Corporation(USA)、

MacroTech Semiconductor Corporation(BVI)、TSUNAMI２００２-１号投資事業組合及びTSUNAMI２００４-１号投資事

業組合）及び非連結子会社1社（MacroTech Semiconductor Corporation(LLC)）で構成され、グラフィックスLSI及び

グラフィックスボードの開発・販売とターンキーサービスを主業務とするファブレスメーカーであります。また、主

業務に加え、半導体及び液晶関連の部材の販売も行っております。 

 当社は、システムLSI技術をベースに主要事業領域をグラフィックス分野に置き、設立以来、「点から面へ」とい

う事業戦略をとっております。すなわち、ハイエンドのグラフィックスLSIの開発で培ったシステムLSI化技術をさら

に高めていくという「点戦略」を進め、これを核として「面戦略」、すなわち、市場の成長が期待できる特定用途向

けグラフィックス分野へ進出し、当該特定用途に対応するグラフィックスLSI、基本ソフト（ドライバ、ライブラ

リ）並びにボードを開発し、グラフィックス・サブシステム・レベル（複合製品）で製品供給を行い、付加価値を高

める方針であります。さらに将来的にはアプリケーションソフトまで含むフルシステム・レベルでのビジネス展開を

図っていく方針であります。また、平成16年11月に子会社化したMacroTech社においては、米国に加えアジア（日

本、中国、台湾、韓国）の半導体ファブレスメーカー及びデジタル家電メーカー等に対し、ターンキーサービスを提

供してまいります。なお、当社は、MacroTech社を活用し、LSI及びボードの製造費用等当社のコスト競争力の強化を

図ると同時に、グラフィックス製品の中国での販売を推進してまいります。 

(1）グラフィックス関連事業 

 グラフィックス機能は、産業分野においては、自動車、家電製品、金型、建築物等工業製品の設計に使用される

ワークステーションやシミュレーション機器等で、すでに重要な役割を果たしている他、家庭用ゲーム機器等コン

シューマー分野でも重要な機能になっております。人間は必要な情報のかなりの部分を視覚に依存しており、通信

のブロードバンド化に伴い、グラフィックスシステムは、放送機器及び医療機器等様々なアプリケーションにおい

て、今後、ますます重要度が高くなっていくものと思われます。当社は、前述のように、システムLSI技術をベー

スに主要事業領域をグラフィックス分野に置き、「点から面へ」という事業戦略をとっております。これまで、高

解像度LCDコントローラ事業（医療機器向けグラフィックスボード等）、放送グラフィックス事業（放送機器向け

グラフィックスボード等）、アミューズメント表示コントローラ事業（遊技機器向けグラフィックスLSI等）の３

事業に展開してまいりましたが、当期、放送グラフィックス事業を大幅に縮小し、当面、高解像度LCDコントロー

ラ事業及びアミューズメント表示コントローラ事業にフォーカスし事業を推進してまいります。 

① 高解像度LCDコントローラ 

 当社は、平成13年11月より医療機器向け高解像度LCDコントローラの量産供給を開始しました。現在、医療画像

につきフィルム画像からデジタル画像へ転換が進み、さらに、電子カルテ等医療現場のIT化も進展していることか

ら、医療機器向け高解像度LCDコントローラの市場規模は、ワールドワイドで急速に拡大しております。当社の高

解像度LCDコントローラは、大手医療機器メーカー等に採用され、国内はもとより、米国、欧州及び韓国等に販路

が拡大しております。また、高解像度LCDコントローラは、今のところ医療機器向けの需要が目立っております

が、印刷編集用システムや、航空及び海上管制システム、美術館・博物館向けのデジタルアーカイブ閲覧システム

等の広範な分野で用途展開が進むことが期待されています。当社は、高解像度液晶ディスプレイに対応するグラフ

ィックスメーカーとして、世界NO.1になることを目標としております。 

② アミューズメント表示コントローラ 

 当社は、平成15年9月より遊技機器向けグラフィックスLSIの量産供給を開始いたしました。当該グラフィックス

LSIを搭載した遊技機器は平成17年3月より店舗に設置されております。遊技機器（パチンコ、パチスロ等）では、

使用される液晶画面の大型化に伴い、より高精細でエンターテイメント性に優れた画像が求められております。現

状、遊技機器の画像は、２D画像（2次元画像）が主流ですが、当社が提供するグラフィックスLSIは、高精細な３D

画像（3次元画像）に対応するもので、豊かな画像表現が可能になります。遊技機器は年間約450万台出荷されると

いわれておりますが、当社製品は他社製品と差別化されており、将来的に高いシェアを獲得することを目標として

おります。 

(2)ターンキーサービス関連事業 

 当社は、平成16年11月にLSIのターンキーサービスを主な業務とする台湾のMacroTech社を子会社化いたしました。

ターンキーサービスとは、LSIのレイアウト設計及びマスクデータの作成をMacroTech社が行い、半導体製造会社（ウ

エハ処理）、組立て会社（パッケージング）及びテスト会社と連携し、半導体ファブレスメーカー及びデジタル家電

メーカー等に同社がLSIの量産供給を行うもので、同社は、LSI設計技術に加え、信頼性評価技術及び故障解析力等、

LSIに対する総合的な技術を有しております。なお、MacroTech社は、半導体製造会社の中でも台湾のTSMC

（Taiwan Semiconductor Manufacturing Corporation）、UMC（United Microelectronics Corporation）及び中国の

SMIC（Semiconductor Manufacturing International Corporation）という世界3大メーカーと良好な関係を築いてお



り、効率良く低コストでターンキーサービスを提供できる体制を構築しております。今後、米国に加え、世界のデジ

タル家電の開発・製造拠点として急成長が期待されている日本、中国、台湾、韓国でターンキーサービスを推進して

まいります。 

(3)部材関連事業 

 半導体及び液晶関連の部材を仕入れ、台湾及び韓国等の会社に販売しております。部材関連の取引は、グラフィッ

クス関連の製品販売を進める中で親密販売先等との間に生じた取引であります。 

（注）１．連結子会社RVU,INC.（以下、RVU）及び株式会社リアルビジョン北九州（以下、RV北九州）について 

 RVUは当社の100％子会社であり、平成13年7月に米国における先端技術を有する企業との提携の推進及び当社開

発製品の販売活動等を行うため、米国カルフォルニア州シリコンバレーに設立しました。また、RV北九州も当社

の100％子会社であり、平成14年1月に設立しました。九州地区の学生及びUターンを希望する技術者より優秀な人

材を確保し、グラフィックス関連等の共同開発を行っております。 

２．MacroTech Semiconductor Corporation（以下、MacroTech社）グループ4社について 

 MacroTech社（連結決算日である平成17年3月31日現在、資本金300,000千台湾ドル）は2000年6月に設立され、

現在、本社は台湾新竹市に位置しており、LSI等のターンキーサービス(*)を主な業務としております。同社グル

ープ4社の内、MacroTech社、MacroTech Semiconductor Corporation(USA)及び

MacroTech Semiconductor Corporation(BVI)の3社は連結子会社で、MacroTech Semiconductor Corporation(BVI)

の100％子会社であるMacroTech Semiconductor Corporation(LLC)は当社連結財務諸表に重要な影響を及ぼさない

ことから非連結子会社としております。連結子会社3社は、MacroTech社グループの地域会社であり、同社グルー

プは米国に加え、世界のデジタル家電の開発・製造拠点であるアジアでターンキーサービスを提供できる体制を

構築しております。 

(*)ターンキーサービスとは、LSIのレイアウト設計及びマスクデータの作成を同社が行い、半導体製造会社（ウ

エハ処理）、組立て会社（パッケージング）及びテスト会社と連携をとり、半導体ファブレスメーカー及びデジ

タル家電メーカー等にLSIの量産供給を行うものであります。 



３．TSUNAMI２００２-１号投資事業組合及びTSUNAMI２００４-１号投資事業組合について 

 ベンチャーキャピタルである株式会社ツナミネットワークパートナーズが業務執行組合員をつとめる民法上の

組合であるTSUNAMI2002-1号投資事業組合（当社出資比率50.0％）及びTSUNAMI2004-1号投資事業組合（当社出資

比率90.9％）について、当期より子会社といたしました。ただし、期末日を連結子会社の支配獲得日としている

ため貸借対照表のみ連結しております。 

４【関係会社の状況】 

 関係会社は次のとおりであります。 

 （注）１．上記子会社のうちには有価証券報告書の提出会社はありません。 

２．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。 

３．MacroTech Semiconductor Corporationについては、売上高(連結会社間の内部売上高を除く)の連結売上高

に占める割合が100分の10を超えております。 

名称 住所 
資本金又は
出資金 
（千円） 

主要な事業の内容 
議決権の所有割
合又は出資割合
（％） 

関係内容 

(連結子会社)      

RVU,INC. 

（注）１ 

Santa Clara 

California U.S.

A. 

20万米ドル 

グラフィックス関

連製品の販売事業

等 

100.0 

当社グループ製

品の販売活動等 

兼任役員３名 

株式会社リアルビジ

ョン北九州 

（注）１ 

北九州市若松区 30,000 

グラフィックス関

連製品の販売事業

等 

100.0 

当社との共同開

発活動等 

兼任役員４名 

MacroTech Semicond

uctor Corporation 

（注）１，３ 

台湾新竹市 
78,000千台湾

ドル 

ターンキーサービ

ス 
55.0 兼任役員３名 

MacroTech Semicond

uctor Corporation

(USA) 

（注）１,２ 

Santa Clara 

California U.S.

A. 

3,135千米ド

ル 

ターンキーサービ

ス 

55.0 

(55.0) 
－ 

MacroTech Semicond

uctor Corporation

(BVI) 

（注）１,２ 

BRITISH VIRGIN I

SLANDS 
99千米ドル 

ターンキーサービ

ス 

55.0 

(55.0) 
－ 

TSUNAMI２００２-１

号投資事業組合 

（注）１ 

横浜市港北区 100,000 
WIDE社の株式等へ

の投資 
50.0 － 

TSUNAMI２００４-１

号投資事業組合 

（注）１ 

横浜市港北区 110,000 
WIDE社の株式等へ

の投資 
90.9 － 

主要な損益情報等 （1）売上高 278,557千円

  （2）経常損失 171,019千円

  （3）当期純損失 171,019千円

  （4）純資産額 80,524千円

  （5）総資産額 221,492千円



５【従業員の状況】 

(1)連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員であり、嘱託4名を除いております。 

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない営業部門及び管理部門に

所属しているものであります。 

３．前連結会計年度末に比べ従業員が19名減少しておりますが、退職による減少等であります。 

(2)提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員(当社から社外への出向者2名を除く)であり、嘱託4名を除いております。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３．前事業年度末に比べ従業員が5名減少しておりますが、退職による減少等であります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は、結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成18年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

グラフィックス関連事業  26 

ターンキーサービス関連事業  16 

全社（共通）  11 

合計  53 

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

36 34才4ヶ月 4年1ヶ月 5,773 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

当連結会計年度、当社グループ（当社及び当社の連結子会社）のおかれました経営環境につき、国内では好調

な企業業績を背景に設備投資の増加や雇用情勢の改善に加え、個人消費も好調に推移いたしました。世界的には国

際情勢や原油価格の高騰等といった不安定な要因があったものの、米国経済の堅調な成長により、同国への輸出依

存度の高い欧州やアジア諸国の経済も概ね順調に推移いたしました。一方、エレクトロニクス業界においては、デ

ジタル家電の需要が順調に拡大しておりますが、競争の激化により価格下落が継続しており、戦略の選択による企

業の業績の格差が拡大しております。 

このような状況下、当社グループは、以下のように活動してまいりました。 

1)グラフィックス関連事業 

グラフィックス関連事業では、高解像度LCDコントローラ、放送グラフィックス及びアミューズメント表示コン

トローラの３分野にフォーカスしてまいりました。当期は、アミューズメント表示コントローラの販売が好調だっ

た為、グラフィックス関連事業の売上高につき1,202,926千円と前年同期比18.4％の増収となりました。各分野別

の活動状況は次のとおりです。 

①高解像度LCDコントローラ 

当社医療機器向けグラフィックスボードの販売は、当該グラフィックスボードが高解像度液晶モニターとセッ

トで販売されるため、高解像度液晶モニターの供給状況に連動します。当期上期は、高解像度液晶モニター向けの

特殊液晶パネルの歩留まり低下により、高解像度液晶モニターの供給が遅れ、当該グラフィックスボードの販売は

伸びなやみました。当期下期になり、特殊液晶パネルの歩留まりが改善し、高解像度液晶モニターの供給が回復す

ると、当該グラフィックスボードの販売は順調に拡大しましたが、当期上期の不振を補うことはできず、通期の売

上高は前期を若干、下回る結果となりました。なお、新製品としてこれまでの読影用途に加え参照用途の医療機器

向けグラフィックスボードの他、新しいパソコンのインターフェイスであるPCI-Expressに対応した製品の開発を

進めました。 

②放送グラフィックス 

当期はグラフィックスボードにアプリケーションソフト等を加えたシステムの開発を行い製品化いたしまし

た。当該製品はHD（High Definition:高品位テレビ画像〔ハイビジョンテレビ画像〕）放送向けのハイエンドシス

テムで、今後の放送局の設備更新需要に対応するものでしたが、国内放送局について、広告収入が頭打ちの中、HD

放送向けの大規模な設備更新は控え、既存設備を生かし簡易な機器の購入で対応する傾向にあり、放送グラフィッ

クスの売上高は前期を大幅に下回りました。今後の国内放送局のHD放送に向けた設備更新は当面、当期と変わらな

い状況であることから、放送グラフィックスについては、大幅に縮小し、来期は新たな研究開発は行わず、既存製

品の販売に注力することにいたしました。 

③アミューズメント表示コントローラ 

当社遊技機器向けグラフィックスLSIを搭載した遊技機器につき、当期において複数機種が店舗に出荷され、売

上高は前期の約2.5倍と大幅に拡大いたしました。現在も当該グラフィックスLSIを搭載した遊技機器の開発が進行

しており、来期以降も順次、店舗に出荷される見通しであります。なお、当社遊技機器向けグラフィックスLSIの

性能・機能を最大限に引き出し、かつ、最適な価格で提供する為、当該グラフィックスLSIとCPU及びメモリー等と

のモジュール化について研究開発を進めました。 

2)部材関連事業 

液晶関連等の部材の販売について、当期の売上高は901,272千円と前年同期比2.6％の減収となりました。 

3)ターンキーサービス関連 

当社は、平成16年11月に半導体のレイアウト設計及びターンキーサービスを主業務とする

MacroTech Semiconductor Corporation（以下、MacroTech社）の発行済株式数の55.0％を取得し、同社を子会社化

いたしました。当期においては、これまでの台湾及び米国の顧客に加え、日本、中国、韓国と顧客基盤を拡充いた

しましたが、LSIの量産化が遅れ、レイアウト設計と試作製造サービスに留まり、売上高は531,680千円となりまし

た。 



4)その他 

その他、EDAツールの販売により売上高855千円（前年同期比45.7％増）を計上いたしました。また、ベンチャ

ーキャピタルである株式会社ツナミネットワークパートナーズが業務執行組合員をつとめる民法上の組合である

TSUNAMI2002-1号投資事業組合（当社出資比率50.0％）及びTSUNAMI2004-1号投資事業組合（当社出資比率90.9％）

について、当期より子会社といたしました。当該投資事業組合は、当社医療機器向けグラフィックスボードの主要

販売先で、医療機器及び航空管制等の特殊用途の液晶モニターメーカーである韓国のWIDE Corp.（以下、WIDE社）

が発行する株式等に投資しております。当社は、当期にWIDE社の株式と転換社債型新株予約権付社債等を取得し、

潜在株式による持分も勘案すると、同社の実質的筆頭株主になったことから、当該投資事業組合については、当社

の出資としての重要性が実質的に増加したことにより、当期より連結の範囲に含めております。なお、期末日を連

結子会社の支配獲得日としているため貸借対照表のみ連結しております。WIDE社とは医療機器分野に加え、今後、

航空管制分野においても連携を深め、事業展開してまいります。 

以上により、当連結会計年度、アミューズメント表示コントローラの売上の拡大及びターンキーサービス関連

の売上が新たに加わったこと等により、売上高は2,636,734千円と前年同期比35.8％の増収になりましたが、前述

のように、ターンキーサービス関連がLSIのレイアウト設計と試作製造サービスに留まり収支が厳しく、営業損失

は475,718千円（前年同期は478,213千円の営業損失）、経常損失は414,369千円（前年同期は403,944千円の経常損

失）と前年並になりました。なお、前述の放送グラフィックスの縮小に伴い、当該分野で主に使用していた特許権

等を全額減損損失として計上したほか、当該分野の棚卸資産を中心に評価の見直しや固定資産の除去を行い、グラ

フィックス関連等で459,730千円の特別損失を計上いたしました。また、子会社である台湾のMacrotech社の株式簿

価の見直しに伴い、連結調整勘定を全額減損損失として計上したほか、同社グループが保有する同社の取引先の有

価証券の評価見直しや固定資産の除去等を行い、ターンキーサービス関連で420,817千円の特別損失を計上いたし

ました。その結果、当期純損失は1,276,781千円（前年同期は347,129千円の当期純損失）と大幅な減益になりまし

た。 

(2)キャッシュ・フロー 

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下、資金）については、以下の活動により、前

期末と比べ204,754千円減少し、当連結会計年度末で2,178,229千円（前年同期比8.6％減）となりました。なお、

平成17年12月22日に医療機器及び航空管制等の特殊用途の液晶モニターメーカーである韓国のWIDE社の株式と転換

社債型新株予約権付社債等を取得し、同社との事業を積極的に推進する為、第1回無担保転換社債型新株予約権付

社債を1,800,000千円発行いたしました。当該社債のうち、100,000千円分が行使されましたが、当連結会計年度末

現在、未償還残高が1,700,000千円あり、自己資本比率は62.0％（前年同期は86.7％）になりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果使用した資金は993,823千円（前連結会計年度は154,851千円の使用）となりました。これは主

に減損損失739,738千円、無形固定資産償却額168,091千円（前年同期比12,174千円増）及び連結調整勘定償却額

92,776千円（同92,776千円増）等の増加要因がありましたが、税金等調整前当期純損失1,294,917千円（同948,805

千円増）の計上、売上債権の増加381,826千円（同429,643千円減）及びたな卸資産の増加265,762千円（同183,445

千円減）等が減少要因となったことによるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は1,024,710千円（前連結会計年度は75,675千円の使用）となりました。これは主

にWIDE社の株式と転換社債型新株予約権付社債等の取得1,003,039千円等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動により獲得した資金は1,794,499千円（前連結会計年度は該当なし）となりました。これは平成17年

12月22日に第1回無担保転換社債型新株予約権付社債を発行し、1,800,000千円を調達したことによるものでありま

す。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2)受注状況 

 当連結会計年度における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％） 

グラフィックス関連事業 1,176,190 5.0 

ターンキーサービス関連事業 531,566 － 

その他の事業 855 286.9 

合計 1,708,611 52.4 

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 前年同期比（％） 
受注残高 
（千円） 

前年同期比（％） 

グラフィックス関連事業 1,342,858 33.3 147,528 1,842.1 

部材関連事業 916,122 4.7 61,147 32.1 

ターンキーサービス関連事業 406,357 － 191,677 △39.5 

その他事業 855 45.7 － － 

合計 2,666,192 41.6 400,352 7.9 

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％） 

グラフィックス関連事業 1,202,926 18.4 

部材関連事業 901,272 △2.6 

ターンキーサービス関連事業 531,680 － 

その他の事業 855 45.7 

合計 2,636,734 35.8 

相手先 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

WIDE Corporation 738,840 38.0 720,873 27.3 

兼松㈱ 269,286 13.9 449,480 17.0 

Double Black Imaging Corpora

tion 
263,207 13.6 － － 



３【対処すべき課題】 

現状の経営課題として、主に以下の事項を考えております。 

(1) 技術革新への対応 

グラフィックス市場は競合が激しく、技術の進歩も急速に進んでおります。新たなアーキテクチャのLSI化に加え、半

導体プロセスの進化に伴い、ジオメトリ処理及びレンダリング処理等を行うLSIの高速化がさらに進むと同時に、グラフ

ィックス以外の機能と１チップにシステムLSI化することが可能になると予想しております。このような急速な技術革新

に対応するには、優秀で経験豊富なシステムLSI開発技術者を確保することが極めて重要な経営課題と認識しておりま

す。また、自社の固有技術を確立する一方で、当該固有技術と融合する技術を有する企業に対し、買収や提携等を迅速に

行うことが重要と考えております。 

(2) 効率的な研究開発体制の構築 

当社は、現在、特定用途向けグラフィックス分野へ事業を展開しております。すなわち、相応の市場規模が期待でき

る放送機器向け及び医療機器向け等特定用途向けグラフィックス市場に対し、当該特定用途に最適化したグラフィックス

LSI、基本ソフト（ドライバ、ライブラリ）、ボード並びにアプリケーションソフトを開発し、サブシステムでの事業展

開を図っております。特定用途向けグラフィックス分野では、それぞれの用途ごとに仕様が異なるため、放送機器向け及

び医療機器向け等当該特定用途の市場に精通した有力企業と提携等を行うことでそれぞれの市場ニーズを的確に把握し、

より効率的な研究開発体制を確立していく方針であります。 

(3) LSI等の製造委託先の確保 

当社は、ファブレスメーカーとして設計業務に特化しており、LSI及びボード等の製造に関しては一切の業務をアウト

ソーシングしております。その中でもLSIの製造委託は、当社にとり極めて重要な要素を占めております。これまで、国

内のみならず台湾をはじめとする海外の半導体メーカーに対して直接あるいは間接的に製造を委託してまいりましたが、

当社が自らの事業戦略を推進していくためには常に最適な委託先を確保できる体制を確立することが重要であり、複数の

委託先、または半導体メーカーの仲介先との良好な関係を築きあげて維持していくことが重要になります。そのため、当

社は、台湾の半導体のレイアウト設計及びターンキーサービスを主な業務とするMacroTech社を子会社化することについ

て、平成16年11月に同社と契約を締結いたしました。今後、同社の拠点を活用し、効率良く低コストで、LSI及びボード

の製造等を行ってまいります。 

(4) 知的財産権の保護 

 現在まで、当社には、当社の技術に関連した知的財産権に関わる訴訟を提起される等の問題が生じたことはなく、当社

が適切かつ十分であると認める方法により行った調査によっても訴訟提起等のおそれは認められておりません。情報技術

に関する知的財産権については実務が必ずしも確立されていない分野も存在し、予想に反して権利の登録ができなかった

り、権利が登録できた場合でも強力な保護が得られない等の可能性があります。しかしながら、当社は、今後も、当社製

品又はその技術等に関して必要に応じて出来る限り知的財産権の登録出願を行うなどその保護を図る方針であります。 

(5) 内部管理体制の強化 

 当社グループは、平成18年3月31日現在、取締役4名、監査役3名、従業員53名と組織が小さく、従業員は、そのほと

んどが、技術者であります。現状の内部管理体制は、現行の組織規模に応じたものになっており、組織的というよりも人

的な管理に依存している面が大きくなっております。しかしながら、業容の拡大に伴い、組織的な経営の基盤や内部管理

体制の整備の重要性が増しており、人員の増強や社内管理体制の一層の充実及びコンプライアンス体制の強化を図ってい

く方針であります。 



４【事業等のリスク】 

以下に、当社の企業集団の事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しておりま

す。 

また、事業上のリスクとして具体化する可能性は必ずしも高くないと見られる事項を含め、投資家の投資判断上

重要と考えられる事項については、投資家に対する情報開示の観点から積極的に開示しております。当社は、これら

のリスクの発生の可能性を認識した上で、その発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針でありますが、当社

株式に関する投資判断は、以下の記載事項及び本項以外の記載事項を、慎重に検討した上で行われる必要があると考

えます。 

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

１．当社の事業戦略及びそれに伴うリスクについて 

当社の企業集団は、グラフィックスLSI及びグラフィックスボードの開発・販売を主業務とするファブレスメーカ

ーであります。 

当社の企業集団は、システムLSI技術をベースに主要事業領域をグラフィックス分野に置き、設立以来、「点から

面へ」という事業戦略をとっております。すなわち、ハイエンドグラフィックスLSIの開発で培ったシステムLSI化技

術をさらに高めていくという「点戦略」を進め、これを核として「面戦略」、すなわち、市場の成長が期待できる特

定用途向けグラフィックス分野へ進出し、当該特定用途に対応するグラフィックスLSI、基本ソフト（ドライバ、ラ

イブラリ）並びにボードを開発し、グラフィックス・サブシステム・レベル（複合製品）で製品供給を行い、付加価

値を高める方針であります。さらに将来的にはアプリケーションソフトまで製品展開を図る方針であります。また、

平成16年11月に子会社化したMacroTech社においては、米国に加えアジア（日本、中国、台湾、韓国）の半導体ファ

ブレスメーカー及びデジタル家電メーカー等に対し、ターンキーサービスを提供してまいります。なお、当社は、

MacroTech社を活用し、LSI及びボードの製造費用等当社のコスト競争力の強化を図ると同時に、将来的にグラフィッ

クス製品の中国での販売を推進してまいります。 

(1) グラフィックス関連事業における取組み 

1）グラフィックスLSIについて（点戦略） 

グラフィックス市場は競合が激しく、グラフィックスLSI技術の進歩も急速に進んでおります。新たなアーキテク

チャのLSI化に加え、半導体プロセスの進化に伴い、ジオメトリ処理及びレンダリング処理等を行うLSIの高速化がさ

らに進むと同時に、グラフィックス以外の機能と１チップにシステムLSI化することが可能になると予想しておりま

す。このような急速な技術革新に対応するには、優秀で経験豊富なシステムLSI開発技術者を確保することが極めて

重要でありますが、優秀な技術者の確保等が十分に行うことができず技術面での優位性が保てなくなった場合、当社

業績に重大な影響を及ぼすおそれがあります。また、他社との技術提携等を迅速に行うことも重要と考えており、他

社より特許権等のライセンスを取得しております。しかしながら、急速な技術の進歩で当該特許権等の有効性が劣化

した場合、当社業績に重大な影響を及ぼすおそれがあります。一方、前述のように当社はグラフィックス・サブシス

テム・レベルでの製品展開を進めておりますが、当社独自のグラフィックスLSIは、当該製品の差別化の核になると

認識しており、今後も、独自のグラフィックスLSIの開発を継続していく方針であります。独自のグラフィックスLSI

の開発は、最先端の分野であるため開発コストの負担も重く、当該グラフィックスLSIを搭載したグラフィックスボ

ード等が、当初計画より売上があがらず開発コストの回収等ができなくなった場合、当社業績に重大な影響を及ぼす

おそれがあります。 

2）特定用途向けのグラフィックス分野への展開（面戦略） 

特定用途向けのグラフィックス分野へ事業展開を図るには、特定用途ごとに個別仕様が必要である為、それぞれ

の分野に精通した有力企業との提携等を行い、開発を進めることが重要になります。これまで、医療機器、放送機器

及び遊技機器の各分野の有力企業と提携等を行い、開発を進めてまいりました。当該企業との提携に支障が生じた場

合、また、今後、さらに別の特定用途へ事業を拡大する際、当該特定用途における有力企業との提携が進まなかった

場合、当社事業計画の変更が迫られるおそれがあり、当社業績に重大な影響を及ぼすおそれがあります。一方、付加

価値を追求する為、グラフィックス・サブシステムでの製品供給を進めておりますが、グラフィックスLSI、ボード

等ハードとドライバ、ライブラリ等ソフトウェアの複合製品の量産を行うには、品質管理等を含め量産体制を強化す

ることが重要になります。量産体制の強化が遅れた場合、当社業績に重大な影響を及ぼすおそれがあります。 

(2) ターンキーサービス関連事業について 

 当社は、平成16年11月にLSIのターンキーサービスを主な業務とする台湾のMacroTech社を子会社化いたしまし

た。ターンキーサービスとは、LSIのレイアウト設計及びマスクデータの作成をMacroTech社が行い、半導体製造会社

（ウエハ処理）、組立て会社（パッケージング）及びテスト会社と連携し、半導体ファブレスメーカー及びデジタル



家電メーカー等に同社がLSIの量産供給を行うもので、同社は、LSI設計技術に加え、信頼性評価技術及び故障解析

力等、LSIに対する総合的な技術を有しております。なお、MacroTech社は、半導体製造会社の中でも台湾のTSMC

（Taiwan Semiconductor Manufacturing Corporation）、UMC（United Microelectronics Corporation）及び中国の

SMIC（Semiconductor Manufacturing International Corporation）という世界3大メーカーと良好な関係を築いてお

り、効率良く低コストでターンキーサービスを提供できる体制を構築しておりますが、世界3大半導体製造会社との

良好な関係が維持できなくなった場合、当社業績に影響を及ぼすおそれがあります。 

(3) LSIの製造委託について 

 当社は、ファブレスメーカーとして設計業務に特化しており、製造に関しては一切の業務をアウトソーシングし

ております。その中でもLSIの製造委託は、当社にとり極めて重要な要素を占めております。LSIの製造委託につい

て、国内及び台湾をはじめとする海外の半導体メーカーに対して直接あるいは間接的に製造を委託していくことを当

社は考えておりますが、前述の事業戦略を推進していくためには常に最適な委託先を確保できる体制を確立すること

が重要であり、そのためには複数の委託先、または半導体メーカーの仲介先との良好な関係を築きあげて維持してい

くことが必要であります。そのため、前述のようにMacroTech社を子会社化いたしましたが、同社との効率的な連携

がとれず、また、その他の製造委託先とも良好な関係を構築できない場合、当社の想定する事業展開の推進に支障を

きたすおそれがあります。 

(4) 為替リスクについて 

今後、海外企業とのグラフィックスLSI等の輸入取引が増加する一方、医療機器向けグラフィックスボード等の輸

出取引も増加する見込みであります。当該取引の拡大に伴い、当社では、為替リスクが大きくなると予想しておりま

す。当該為替リスクに対し、社内体制の整備を行い、先物予約等ヘッジ策を検討してまいりますが、予期せぬ為替変

動に見舞われた場合、当社業績に重大な影響を及ぼすおそれがあります。 

２．朋栄社からの訴訟について 

 当社は、平成17年3月3日付（訴状到達日 平成17年3月24日）で株式会社朋栄（以下、朋栄社）より損害賠償請求

（請求金額：750,546千円）の訴訟の提起を受けました。 

 当社は、平成12年に朋栄社より，放送機器向けグラフィックスボード開発の委託を受けました。この開発委託契約

では、朋栄社の意向により、第三者が開発・製造するLSIをグラフィックス・ボードの基幹部品として採用すること

が定められておりましたが、その後、第三者が当該LSIの開発に失敗したため、グラフィックスボードの開発継続が

不可能となりました。そこで，当社から朋栄社に対し、仕様変更により開発を継続することを提案したところ、朋栄

社はこれを拒否しましたので，当社は、グラフィックスボードの開発継続を断念し、開発委託契約の解除を申し入れ

ました。なお，契約解除にあたり、両社に債権債務が残っていないことを当社と朋栄社間で確認しております。 

 ところが、平成15年３月に、突然、朋栄社は、放送機器向けグラフィックスボードの量産製品を当社に発注したに

もかかわらず納品されなかったこと等により損害を被ったとして、当社あて損害賠償を請求してまいりました。しか

し、当社が朋栄社より量産製品の発注を受けた事実はないので、当社といたしましては、誠意をもち書面にて、発注

の事実はない旨、朋栄社に対して回答してまいりましたが、平成17年3月3日付で朋栄社より損害賠償請求訴訟の提起

を受けました。 

 当社は、審理の過程で当社に損害賠償義務がないことを主張し、見解の相違を正してゆく方針であり、本件による

当社業績への影響はないと認識しておりますが、万が一、影響が出た場合、当社業績に重大な影響を及ぼすおそれが

あります。 

３．WIDE社への出資の件 

 当社は、当期にWIDE社の株式と転換社債型新株予約権付社債等を取得いたしました。同社は、医療機器向けグラフ

ィックスボードの主要販売先で、医療機器及び航空管制等の特殊用途の液晶モニターメーカーであります。当期より

子会社といたしましたTSUNAMI2002-1号投資事業組合及びTSUNAMI2004-1号投資事業組合のWIDE社への出資分も勘案す

ると、当期末現在、当社グループの同社への出資比率は11.1％になりますが、将来的に、当社は、取得した転換社債

型新株予約権付社債等の新株予約権の一部を行使し、同社の筆頭株主（約15％）になる予定です。前述のように、こ

れまで、医療機器分野で連携してまいりましたが、来期より航空管制分野でも連携してまいります。WIDE社との効果

的な連携がとれない場合、もしくは、同社の特殊用途の液晶モニターの販売が伸びず同社の業績が不振に陥った場

合、当社業績に重大な影響を及ぼすおそれがあります。 

４．会社組織について 

 当社グループは、平成18年3月31日現在、取締役4名、監査役3名、従業員53名と会社規模が小さく、従業員はその

ほとんどが技術者であり、社内管理体制は組織的というよりも人的な管理に依存している面が大きいというのが現状



であります。したがいまして、経営陣はもとより、人材の社外流出により当社業務遂行上の支障が生じた場合、代替

要員の不在、事務引継手続の遅延等の理由によって当社の業務に支障が生じるおそれがあります。当社は、より組織

的な経営の基盤を強化するため、社員の育成及び拡充を図る等の対策を行っておりますが、今後当社の業容が拡大し

た場合、現状のままでは適切かつ十分な人的・組織的対応ができなくなるおそれがあるため、当社は、今後とも、人

員の増強や社内管理体制の一層の充実及びコンプライアンス体制の強化を図っていく必要があります。当社業容の拡

大に対し、適切かつ十分な人的・組織的対応ができない場合、当社業績に重大な影響を及ぼすおそれがあります。 

５．経営成績について 

当社の現在までの業績は、以下の通りとなっております。 

(注) 1．売上高には消費税等は含まれておりません。 

2．証券取引法第193条の2の規定に基づき、あずさ監査法人の監査を受けております。 

 当期において、当期純損失として1,276,781千円計上し、利益剰余金は△3,068,958千円になっております。今後も

前述の事業戦略に基づき事業を展開し、利益剰余金の△3,068,958千円の解消を図ってまいりますが、当社の事業展

開が計画通りに進展せず、解消が進まない場合、当社に重大な影響を及ぼすおそれがあります。 

６．知的財産について 

情報技術（IT）に関する知的財産権の問題は比較的歴史が浅いため、確立した実務というものが存在しない分野

も多く存在します。従って、以下に記載している事項は、現状において認識し得る限りのものに過ぎず、将来にわた

って網羅的なものたり得ない可能性があります。 

(1) 登録された知的財産権の希少性 

当社は、当社製品又はその技術等に関して必要に応じてできる限り知的財産権の登録出願を行う等その保護を図

る方針ですが、情報技術に関する知的財産権については実務が必ずしも確立されていない分野も存在し、予期に反し

て権利が登録できなかったり、権利が登録できた場合にも強力な保護が得られない等の可能性があります。また、当

社は、平成18年3月31日現在、商号等に関する商標権が登録されております。それ以外、国内外において登録及び登

録手続き中の知的財産権を有していません。当社の製品又はその技術等は、民法、不正競争防止法、著作権法等の登

録出願を要しない権利に関する法令によって保護の対象とされる場合もありますが、これらの法令に基づく保護が及

ばない場合やその権利行使に困難を伴う場合があり、当社の製品等と類似の製品等が他者により開発、製造又は販売

等された場合、その対応により当社業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(2) 知的財産権侵害等による紛争の可能性 

平成18年3月31日現在まで、当社には、当社の技術に関連した知的財産権に関わる訴訟を提起される等の問題が生

じたことはなく、当社の知る限りにおいては訴訟提起等のおそれはないと考えております。 

 また、LSIやボード等の開発において他社と共同で行うことがあります。共同開発の相手先や製造委託先等の他社が

開発等に関与した当社製品に利用されている技術のうち、他社の技術が第三者の知的財産権を侵害しているか否かに

ついて、平成18年3月31日現在、訴訟やクレーム等の報告を当社は他社もしくは第三者より受けておらず、当社の知

る限りにおいては訴訟提起等のおそれはないと考えております。 

 しかしながら、将来、これらの技術を含め当社の事業に関連した知的財産権が第三者に成立した場合、または、

当社の認識していない当社の事業に関連した知的財産権が存在した場合においては、第三者による知的財産権を侵害

したとの主張に基づく訴訟が提起される可能性があります。これが提起された場合には、その準備のために多大な時

間や費用等の経営資源を訴訟に費やさなくてはならず、また、敗訴した場合には、訴訟の対象となる技術を含む製品

の販売を継続できなくなることがあり、多額の損害賠償債務を負担させられ、あるいは、第三者から実施許諾等によ

回   次 第5期 第6期連結 第7期連結 第8期連結 第9期連結 第10期連結 

決 算 年 月 平成13年3月 平成14年3月 平成15年3月 平成16年3月 平成17年3月 平成18年3月 

売上高（千円） 924,297 1,008,183 1,213,470 2,009,717 1,941,821 2,636,734 

経常損益（千円） 32,300 △118,462 △640,097 △376,785 △403,944 △414,369 

当期純損益（千円） 27,010 △260,483 △692,716 △379,142 △347,129 △1,276,781 

資本金（千円） 2,972,725 2,972,725 2,972,725 2,972,725 2,972,725 3,022,725 

純資産額（千円） 6,303,884 6,042,812 5,339,124 4,947,396 4,620,558 3,498,494 

総資産額（千円） 6,534,667 6,208,551 5,495,844 5,137,217 5,331,873 5,642,657 



る使用の対価が発生し、当社業績に重大な影響を及ぼすおそれがあります。訴訟の提起には至らなくとも、知的財

産権に関わる紛争が生じた場合には、当社の製品又は技術等に対する保護が限定され、同様に当社業績に重大な影響

を及ぼすおそれがあります。 

７．製品クレームの偶発性 

平成18年3月31日現在まで、当社には、当社が開発、製造又は販売等をするLSI、ソフトウェア等に関し、日本又

は海外における製造物責任法又はその他の法律に基づく責任につき、訴訟を提起される等の問題が生じたことはあり

ません。当社は、当社におけるLSI、ソフトウェア等の開発、製造及び販売等を通じて、欠陥等の不具合を生じない

よう、また、生じたとしてもこれを発見し排除できるよう管理に努めております。しかしながら、当社のLSI、ソフ

トウェア等に不具合が発見された場合、当社又は当社の提供する製品若しくは役務に対する信用に、重大な影響を及

ぼす可能性があります。また、当社はかかる不具合等を排除するために多額の資金支出を余儀なくされる可能性があ

り、場合によっては適宜これを改善することができない可能性があります。かかる不具合によりエンドユーザー等に

損害が発生した場合、その対応により当社業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

８．今後の資金需要等について 

前述のとおり、グラフィックス市場は競争が激しく、技術の進歩も急速であるため、常時継続的に市場のニーズ

に合った新製品を開発し、また他企業との提携や買収等を適宜迅速に行うことが重要であり、当社はこれらを可能と

する資金を調達していくことが必要であります。また、LSIの開発資金、LSI及びボードの量産品の製造委託や販売等

にかかる運転資金を適時に調達することが重要であります。とくにLSIの開発については、開発期間が長期にわた

り、資金も多額となり、開発した製品が市場に投入されたとしても販売が予定していた売上高を下回り、開発資金の

回収が困難になる場合があります。このような場合、当社業績に重大な影響を及ぼすおそれがあります。 

９．利益還元政策について 

当社は、株主に対する利益還元を重要な経営課題として認識しております。配当につきましては、企業体質の強

化と今後の事業展開に備えるため、内部留保を充実させることを勘案しながら、各期の経営業績を考慮に入れて決定

することを基本方針としております。 

当面につきましては、グラフィックス関連の市場が急速に拡大する一方で、競合他社との競争は激しく、研究開

発を積極的に推進し、海外進出・事業提携等、積極的に事業を展開するため、内部留保に重点を置き、将来的な株主

価値の向上を目指していく所存であります。 

 なお、当社は設立以来、配当を行っておりません。 

10．株式の希薄化について 

(1) ストックオプション（新株予約権）について 

当社は、役員及び従業員の当社事業に対する貢献意欲及び経営の参画意識を高めるため、ストックオプション

（新株予約権）のインセンティブプランを行っていくことを基本方針としています。平成15年6月25日付第7回定時株

主総会および平成15年7月14日開催の当社取締役会で、商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、ストッ

クオプションとして新株予約権を発行することについて決議しております。付与対象者は当社の取締役、監査役、従

業員、従業員として採用を予定する者及び当社の子会社の従業員で、平成15年7月22日に新株予約権1,000個（新株予

約権の目的となる株式の種類および数：当社普通株式1,000株）を発行しておりますが、平成18年3月31日現在、新株

予約権の残高は547個（新株予約権の目的となる株式の種類および数：当社普通株式547株）です。当社においては、

今後もストックオプション（新株予約権）の付与を行う可能性があります。 

(2) 第1回無担保転換社債型新株予約権付社債について 

平成17年12月22日に医療機器及び航空管制等の特殊用途の液晶モニターメーカーである韓国のWIDE社の株式と転

換社債型新株予約権付社債等を取得し、同社との事業を積極的に推進する為、第1回無担保転換社債型新株予約権付

社債を1,800,000千円発行いたしました。当該社債は、転換価格の修正条項が付く社債になりますが、転換価格は当

初143,000円（当該社債の発行決議日〔平成17年12月6日〕の終値）で決定され、平成18年12月22日までの約1年間、

転換価格の修正条項は適用されませんが、平成18年12月22日以降、転換価格は自動的に株式時価をベースに毎月1

回、修正が行われます。従い、株価上昇時においては時価に基づき転換価格が上昇し、既存株式価値の希薄化をやわ

らげることが可能になりますが、株価下落時においては、転換価格が時価に修正される為、既存株式価値の希薄化が

進むことになります。なお、修正の上限及び下限については、平成18年12月22日まで（当日を含む）の5連続取引日

のVWAP平均値の150％に相当する金額を上限とし、50％に相当する金額を下限にしております。また、当該社債には

当社の選択によりいつでも行使することが可能なコールオプションが付されており、株価の状況次第では当社自身の

選択により繰上償還を行うことが可能となっております。 



５【経営上の重要な契約等】 

 （注）１．当社は、E&S社とグラフィックス及びビデオ処理の技術に関する特許権等のライセンス契約を平成13年8月31

日に締結いたしました。平成14年4月1日まで同社より技術移転をうけ、それ以降、当該ライセンスの利用期

間は無期限になります。 

２．当社は、３Dlabs,Inc.,Ltdと３次元グラフィックスＬＳＩの供給及びサポート契約を平成15年5月15日に締

結いたしました。当社は、当該３次元グラフィックスＬＳＩを搭載した放送機器向けグラフィックスボード

を開発し、平成15年11月より量産化しております。 

６【研究開発活動】 

当連結会計年度は、グラフィックス関連事業について研究開発を進めております。高解像度LCDコントローラで

は、これまでの読影用途に加え参照用途の医療機器向けグラフィックスボードの他、新しいパソコンのインターフェ

イスであるPCI-Expressに対応した製品の開発を進めました。放送グラフィックスでは、グラフィックスボードにア

プリケーションソフト等を加えたシステムの開発を行い製品化いたしました。アミューズメント表示コントローラで

は、当社遊技機器向けグラフィックスLSIの性能・機能を最大限に引き出し、かつ、最適な価格で提供する為、当該

グラフィックスLSIとCPU及びメモリー等とのモジュール化について研究を進めました。なお、研究開発費の総額は

456,112千円となっております。 

契約会社名 相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間 

(株)リアルビ

ジョン 

（当社） 

Evans&Sutherland 

Corp. 
米国 

特許権等のラ

イセンス 

グラフィックスとビデ

オ処理に関するライセ

ンス契約   （注）１ 

平成13年8月31日契約 

平成14年4月1日以降、

無期限のライセンス 

(株)リアルビ

ジョン 

（当社） 

３Dlabs,Inc.,Ltd 
バミュー

ダ諸島 

３次元グラフ

ィックスＬＳ

Ｉ 

３次元グラフィックス

ＬＳＩの供給及びサポ

ート契約 （注）２ 

平成15年５月15日から

平成18年５月14日まで

以後１年毎自動更新 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）重要な会計方針及び見積り 

 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準にもとづき作成され

ております。当社はこの連結財務諸表の作成にあたって、有価証券の減損、たな卸資産の評価、減価償却資産の耐

用年数、偶発債務の認識等の重要な会計方針に関する見積り及び判断を行っております。当社は、過去の実績や状

況に応じ合理的であると考えられる様々な要因にもとづき、見積り及び判断を行い、それらに対して継続して評価

を行っております。なお、見積りによる不確実性があるため、実際の結果が、見積りと異なる場合もあります。 

(2）財政状態の分析 

（流動資産） 

 当連結会計年度末における流動資産の残高は4,014,832千円（前連結会計年度末は3,716,733千円）となり、

298,098千円増加しました。現金及び預金並びに有価証券の合計金額が減少（2,382,983千円から2,178,229千円へ

204,754千円減）する一方、受取手形及び売掛金（921,939千円から1,315,829千円へ393,890千円増）並びにたな卸

資産（205,963千円から380,465千円へ174,502千円増）が増加したことが主な原因であります。 

（固定資産） 

 当連結会計年度末における固定資産の残高は1,627,825千円（前連結会計年度末は1,615,140千円）となり、

12,685千円増加しました。連結調整勘定並びに特許権等の合計金額が償却と減損で全額減少（951,504千円全額

減）しましたが、WIDE社の株式及び転換社債型新株予約権付社債等の取得により投資有価証券が増加（281,704千

円から1,395,940千円へ1,114,236千円増）したことが主な原因であります。 

（負債） 

 当連結会計年度末における負債の残高は2,040,609千円（前連結会計年度末は600,085千円）となり、1,440,523

千円増加しました。前受金等のその他流動負債が減少（342,993千円から119,522千円へ223,471千円減）する一

方、平成17年12月に第1回無担保転換社債型新株予約権付社債（当連結会計年度末の残高1,700,000千円）を発行し

たことが主な原因であります。 

（少数株主持分） 

 MacroTech社の少数株主持分として103,553千円（前連結会計年度末は111,229千円）計上しております。 

（資本） 

 当連結会計年度末における資本の残高は3,498,494千円（前連結会計年度末は4,620,558千円）となり、

1,122,064千円減少しました。前述の転換社債型新株予約権付社債の一部が行使され、資本金並びに資本剰余金が

各50,000千円増加する一方、当期純損失が計上されたことによる利益剰余金の減少（△1,792,176千円から△

3,068,958千円へ1,276,781千円減）したことが主な原因であります。なお、自己資本比率は、62.0％（前連結会計

年度末は86.7％）となりました。 

(3）経営成績の分析 

 当連結会計年度の状況は、「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 (1）業績」をご覧ください。なお、１株当

たり当期純損失は31,416円10銭となりました。 



(4）キャッシュ・フローの分析 

（キャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度の状況は、「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 (2）キャッシュ・フロー」をご覧くださ

い。なお、キャッシュ・フロー指標の推移は以下の通りであります。 

（注）１．上記指標の算出方法 

自己資本比率 ：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率 ：株式時価総額／総資産 

２．株式時価総額は期末株価終値×期末発行済株式数により算出しています。 

(5）経営成績に重要な影響を与える要因について 

 「第２ 事業の状況 ４ 事業等のリスク」をご覧ください。 

回   次 第８期 第９期 第10期 

決 算 年 月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

自己資本比率 96.3％ 86.7％ 62.0％ 

時価ベースの自己資本比率 137.9％ 87.3％ 78.1％ 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

当社グループでは、中核事業であるグラフィックス関連事業を中心に、20,959千円の設備投資を実施いたしまし

た。 

開発研究用機器等に15,718千円、開発用ソフトウェア等に5,240千円の設備投資を実施しております。 

なお、グラフィックス関連事業の放送グラフィックスグループで使用している特許権等について、当期に放送グ

ラフィックスグループを大幅に縮小したことに伴い、368,632千円の減損損失を計上しております。また、ターンキ

ーサービス関連事業の長期前払費用について、MacroTech Semiconductor Corporation(USA)の拠点縮小に伴い、除却

損失19,535千円を計上しております。 

２【主要な設備の状況】 

 平成18年3月31日現在における当社グループの設備、主要な設備の状況は次の通りであります。 

(1）提出会社 

（注）１．帳簿価額の金額には、消費税等を含めておりません。 

２．上記の他、ソフトウェア（帳簿価額68,001千円）を所有しております。 

(2)国内子会社 

事業所名 
（所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員数
（人） 建物 

（千円） 

車両運搬
具 
（千円） 

工具器具
及び備品 
（千円） 

合計 
（千円） 

本社 

（横浜市港北区） 

グラフィッ

クス関連他 

開発研究用

機器等 
1,037 － 36,769 37,806 36 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設備の
内容 

帳簿価額 

従業員数 
（人） 建物 

（千円） 

車両運搬
具 
（千円） 

工具器具
及び備品 
（千円） 

合計 
（千円） 

株式会社リア

ルビジョン北

九州 

本社 

（北九州 

 市若松区） 

グラフィ

ックス関

連他 

－ － － － － － 



(3)在外子会社 

（注）１．帳簿価額の金額には、消費税等を含めておりません。 

２．MacroTech Semiconductor Corporationは、上記の他、長期前払費用（帳簿価額40,228千円）を所有してお

ります。 

３【設備の新設、除去等の計画】 

 当社グループの設備投資については、今後３年間の景気予測、業界動向、投資効果率を総合的に勘案して策定して

おります。 

 なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設等の計画は次のとおりであります。 

(1)重要な設備の新設等 

 （注）上記の金額には、消費税等を含めておりません。 

(2）重要な設備の除却等 

 特記事項はありません。 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設備の
内容 

帳簿価額 

従業員数 
（人） 建物 

（千円） 

車両運
搬具 
（千円） 

工具器具
及び備品 
（千円） 

合計 
（千円） 

RVU,INC. 

本社（Sant

a Clara, Ca

lifornia U.

S.A.） 

全社 
管理・販

売設備等 
－ － 1,321 1,321 1 

MacroTech Sem

iconductor Co

rporation 

本社（台湾

新竹市） 

ターンキ

ーサービ

ス関連他 

管理・販

売設備等 
－ － 11,809 11,809 15 

MacroTech Sem

iconductor Co

rporation(US

A) 

本社（Sant

a Clara, Ca

lifornia U.

S.A.） 

ターンキ

ーサービ

ス関連他 

管理・販

売設備等 
－ － 1,124 1,124 1 

MacroTech Sem

iconductor Co

rporation(BV

I) 

本社（英国

領バージン

諸島） 

全社 
管理・販

売設備等 
－ － 580 580 － 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

投資予定金額 
資金調達方
法 

着手及び完了予定年月 

総額 
（千円） 

既支払額 
（千円） 

着手 完了 

 株式会社 

リアルビジョ

ン 

  

本社 

（横浜市 

 港北区） 

  

グラフィック

ス関連他 

開発研究用機器

及びソフトウェ

ア等 

12,030 － 自己資金  平成18.4  平成19.3  

その他の 

子会社 

  

－  －  

開発研究用機器

及びソフトウェ

ア等 

1,000 － 自己資金  平成18.4  平成19.3   



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

①新株予約権 

 旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

平成15年６月25日定時株主総会決議及び平成15年７月14日取締役会決議 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 161,950 

計 161,950 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年６月27日） 

上場証券取引所又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 41,187.30 41,187.30 
東京証券取引所 

（マザーズ） 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式 

計 41,187.30 41,187.30 － － 

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 547 547 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 547 547 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 142,040円 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年6月26日 

至 平成25年6月25日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  142,040円 

資本組入額  71,020円 
同左 

新株予約権の行使の条件 

対象者は、権利行使時において、当社ならび

に子会社の取締役、監査役および従業員の地

位にあることを有するものとする。ただし、

諸般の事情を考慮の上、取締役会が特例とし

て承認した場合にはこの限りでない。 

対象者が死亡した場合、相続は認めない。 

その他の条件については、平成15年6月25日開

催の第7回定時株主総会決議及び平成15年7月

14日開催の取締役会決議に基づき、当社と対

象者との間で締結する新株予約権付付与契約

書に定めるものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入れその他一切の処分は認めない。 同左 



②新株予約権付社債 

 旧商法第341条ノ２の規定に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。 

平成17年12月22日取締役会決議 

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権付社債の残高（千円） 1,700,000 1,700,000 

新株予約権の数（個） 34 34 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 11,888.11 11,888.11 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 
当初金143,000円とする。ただし、転換価額は

修正または調整されることがある。 
同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年12月26日 

至 平成20年12月19日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  143,000円 

資本組入額  71,500円 
同左 

新株予約権の行使の条件 

当社が本社債につき期限の利益を喪失した場

合には、期限の利益の喪失日以降、本新株予

約権を行使することはできない。また、各本

新株予約権の一部行使はできないものとす

る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
本社債と本新株予約権のうち一方のみを譲渡す

ることはできない。 
同左 



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．株式分割 

平成12年８月２日開催の取締役会決議により、平成12年８月４日現在の株主名簿に記載された株主の所有株

式について同日付をもって、無額面株式１株を２株に分割いたしました。これにより、株式数は5,661株増

加し、発行済株式数は11,322株となっております。 

 （注）２．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行株数      1,500株 

発行価格    3,700,000円 

資本組入額   1,487,500円 

 （注）３．新株引受権付社債の新株引受権の権利行使による増加 

発行株数       674株 

発行価格     25,000円 

資本組入額    12,500円 

 （注）４．株式分割 

平成13年８月７日開催の取締役会決議により、平成13年８月31日現在の株主名簿に記載された株主の所有株

式について同日付をもって、無額面株式１株を３株に分割いたしました。これにより、株式数は26,992株増

加し、発行済株式数は40,488株となっております。 

 （注）５．新株予約権付社債の新株予約権の権利行使による増加 

発行株数      699.30株 

発行価格     143,000円 

資本組入額    71,500円 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額 
（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成12年８月４日 

（注）１ 
5,661 11,322 － 733,050 － 500,380 

平成12年12月21日 

（注）２ 
1,500 12,822 2,231,250 2,964,300 2,930,250 3,430,630 

平成12年12月22日 

（注）３ 
674 13,496 8,425 2,972,725 8,593 3,439,224 

平成13年10月22日 

（注）４ 
26,992 40,488 － 2,972,725 － 3,439,224 

平成17年12月22日～ 

平成18年３月31日 

（注）５ 

699.30 41,187.30 50,000 3,022,725 50,000 3,489,224 



(4）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式1.30株は、「個人その他」に1株、「端株の状況」に0.30株含まれております。 

２．「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式が22株含まれております。 

(5）【大株主の状況】 

（注）前事業年度末現在主要株主であった株式会社図研は、当事業年度末では主要株主ではなくなりました。 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況 

端株の状況
（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 3 9 52 7 5 4,055 4,131 － 

所有株式数

（株） 
－ 808 1,354 4,752 383 148 33,742 41,187 0.30 

所有株式数の

割合（％） 
－ 1.96 3.29 11.54 0.93 0.36 81.92 100.00 － 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

杉山 尚志 神奈川県横浜市鶴見区寺谷 4,962 12.0 

株式会社図研 神奈川県横浜市都筑区荏田東2-25-1 4,100 10.0 

前田 利夫 神奈川県茅ヶ崎市東海岸北 1,050 2.5 

江田 幹雄 島根県八束郡島根町大字野波 810 2.0 

松井証券株式会社（一般信用

口） 
東京都千代田区麹町1-4 724 1.8 

大阪証券金融株式会社（業務

口） 
大阪府中央区北浜2-4-6 547 1.3 

土井 雅晶 大阪府泉南郡熊取町大久保 500 1.2 

佐野 正史 東京都世田谷区弦巻 420 1.0 

大倉 良雄 埼玉県さいたま市浦和区高砂 330 0.8 

佐藤 尚規 東京都大田区山王 268 0.7 

計 － 13,711 33.3 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が22株含まれております。また、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数が22個が含まれております。 

２．「端株」の欄には、自己株式が0.30株含まれております。 

②【自己株式等】 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式      1.00 － 
権利内容に何ら限定のない当社

における標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 41,186.00 41,186 同上 

端株 普通株式      0.30 － 同上 

発行済株式総数 41,187.30 － － 

総株主の議決権 － 41,186 － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社リアルビジョン 
横浜市港北区新横浜

3-1-1 
1 － 1 0.0 

計 － 1 － 1 0.0 



(7）【ストックオプション制度の内容】 

 当社は、ストックオプション制度を採用しております。 

 当該制度は、旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、当社ならびに当社子会社の取締役、監査

役および従業員ならびに従業員として採用を予定する者で取締役会が定めたものに対して特に有利な条件をもっ

て新株予約権を発行することを、平成15年６月25日の第7回定時株主総会において決議されたものであります。 

 当該制度の内容は次のとおりであります。 

（注）新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整

し、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げるものとする。 

調整後払込金額 = 調整前払込金額 × （1／分割・併合の比率） 

決議年月日 平成15年６月25日 

付与対象者の区分及び人数 

当社取締役 ３名、当社監査役 １名、当社従業員 45名、 

当社子会社従業員 ９名、当社従業員として採用を予定する者

１名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上（注） 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 （注） 平成18年６月27日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、「当社は、会社法第165条第２項の規定

により、取締役会の決議によって自己株式を取得することができる。」旨を定款に定めております。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

  平成18年６月27日現在

区分 株式の種類 株式数（株） 価額の総額（円） 

自己株式取得に係る決議 － － － 



３【配当政策】 

 当社は、株主に対する利益還元を重要な経営課題として認識しております。利益配当につきましては、企業体質の強

化と今後の積極的な事業展開に備えるため、内部留保を充実させることを勘案しながら、各期の経営業績を考慮に入れ

て決定することを基本方針としております。 

 当期につきましては、当期純損失として1,256,251千円計上となり、当期未処理損失が3,036,787千円となったことよ

り、無配とさせていただいております。 

 なお、グラフィックス関連の市場が急速に拡大しておりますが、競合他社との競争は激しく、当社といたしまして

は、当面、研究開発を重視すると共に、海外進出・事業提携等、積極的に事業を展開を行う為、内部留保に重点を置

き、将来的な株主価値の向上を目指していく所存であります。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

２．括弧内の数値は株式分割後の株価を示しております。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 
2,750,000 

(845,000) 
718,000 298,000 304,000 237,000 

最低（円） 
1,310,000 

(329,000) 
80,000 68,500 105,000 75,500 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 156,000 154,000 160,000 195,000 157,000 132,000 

最低（円） 138,000 138,000 140,000 125,000 75,500 91,600 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

代表取締役 

社長 
 杉山 尚志 昭和17年７月17日生 

昭和42年４月 日本電気株式会社入社 

(昭和51年８月～昭和55年３月 

 通産省「超ＬＳＩ技術研究組

合」に参画) 

平成３年６月 イノテック株式会社常務取締

役就任 

平成５年６月 同社代表取締役常務就任 

 エクセレント・デザイン株式

会社取締役就任 

平成８年７月 当社設立、代表取締役社長就

任（現任） 

平成13年７月 RVU，INC.、CEO就任（現任） 

平成14年１月 株式会社リアルビジョン北九

州、代表取締役社長就任（現

任） 

平成15年６月 MacroTech Semiconductor Cor

poration 、Chairman就任（現

任） 

4,962 

取締役 開発本部長 晴山 穹一 昭和21年9月9日生 

昭和46年４月 日本電気株式会社入社 

平成11年４月 同社半導体グループシステムL

SI事業本部 

 第二システムLSI事業部事業部

長就任 

平成14年４月 同社半導体グループシステムL

SI事業本部 

 ネットワークコア開発事業部

事業部長就任 

平成14年11月 NECエレクトロニクス株式会社

へ転籍、 

 上席アカウントマネージャー

就任 

平成16年10月 当社入社開発本部長就任 

平成17年６月 当社取締役事業部長就任 

平成18年３月 当社取締役開発本部長就任

（現任） 

－ 

取締役 営業本部長 長谷川 峰司 昭和42年2月25日生 

平成３年４月 日本鋼管株式会社 

 （現ジェイ エフ イー ホール

ディングス）入社 

平成12年６月 当社入社 

平成13年７月 RVU,INC.、取締役就任（現

任） 

平成17年６月 当社取締役海外営業部長就任 

平成18年３月 当社取締役営業本部長就任

（現任） 

－ 

 



 （注） 監査役 清水京造及び平野 悠は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

取締役 管理部長 三須 貴夫 昭和41年11月8日生 

平成２年４月 日本債券信用銀行（現あおぞ

ら銀行）入行 

平成11年12月 当社入社 

平成15年６月 当社管理本部管理部長就任 

平成16年10月 当社経営本部管理部長就任 

平成17年６月 当社取締役管理部長就任（現

任） 

30 

常勤監査役  山川 仁 昭和30年３月10日生 

昭和54年４月 東京エレクトロン株式会社入

社 

昭和61年７月 ダイヤセミコンシステムズ株

式会社入社 

平成４年１月 エクセレント・デザイン株式

会社入社 

平成９年４月 同社親会社イノテック株式会

社へ転籍 

平成11年４月 当社入社 マーケティング室

室長 

平成12年６月 当社常勤監査役就任（現任） 

30 

監査役  清水 京造 昭和13年１月19日生 

昭和35年４月 日本電気株式会社入社 

(昭和53年４月 ～昭和55年６月 

 通産省「超ＬＳＩ技術研究組

合」に参画) 

平成７年12月 株式会社半導体理工学研究セ

ンター取締役就任 

平成10年９月 株式会社ビューマジック設

立、代表取締役社長就任（現

任） 

平成13年６月 当社監査役就任（現任） 

－ 

監査役  平野 悠 昭和15年４月１日生 

昭和37年４月 富士通信機製造株式会社（現

富士通株式会社）入社 

平成２年７月 日本シノプシス株式会社代表

取締役社長就任 

平成10年９月 シーケンスデザイン株式会社

代表取締役就任 

平成11年３月 株式会社マグナ・デザイン・

ネット監査役就任（現任） 

平成12年12月 ゼロイン・デザイン・オート

メーション株式会社代表取締

役就任 

平成16年12月 シエラ・デザイン・オートメ

ーション株式会社代表取締役

就任 

平成17年３月 同社取締役会長就任（現任） 

平成18年６月 当社監査役就任（現任） 

－ 

計 7名 - - - 5,022 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1）会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

・当社は監査役制度採用会社です。 

・当社は社外監査役を2名選任しています。 

・業務執行・監視の仕組み 

 平成18年3月31日現在の業務執行・監視の仕組みの概要は以下のとおりです。 

・内部統制について、当社は、平成18年3月31日現在、取締役3名、従業員36名と組織が小さく、内部監査担当部署を設

置するまでに至っておりませんが、組織が増大し、業務が複雑化した際には当該部署を設置することが重要な課題と

認識しております。 

・弁護士については、コンプライアンス経営を徹底する為、法律上の判断が必要な際、随時、相談しております。ま

た、会計監査人については、四半期決算毎という高い頻度で当社グループの会計監査もくはレビューを実施してお

り、コーポレート・ガバナンスに大きな役割を果たしております。 

・以上のとおり、現状、当社の規模に即したコーポレート・ガバナンス体制が構築されておりますが、今後、業容の拡

大に応じ体制の見直し及び強化を行ってまいります。 

(2)会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他利害関係の概要 

平成18年3月31日現在、当社発行済株式の9.95%を保有する株式会社図研の財務部長の西伸孝氏が社外監査役に就

任しておりますが、同社との取引は僅少であり、平成18年６月27日開催の定時株主総会終結の時をもって、同氏は社

外監査役を辞任しております。また、社外監査役の清水京造氏は株式会社ビューマジックの代表取締役社長でありま

すが、同社との取引はありません。なお、社外取締役はおりません。 



(3)会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近1年間における実施状況 

経営の基本方針その他重要事項を決定する取締役会には、必ず監査役が出席し経営の監視を行っております。ま

た、事業環境の分析、利益計画の進捗状況の管理等日常業務執行上の課題を討議するため、経営会議を毎週開催して

おります。当該経営会議には、社長以下全取締役及び常勤監査役が出席する他、適宜、該当する部署の部長も参加

し、情報の共有化を行うことで、経営の意思を浸透させる一方、常勤監査役の出席により、コーポレート・ガバナン

スの強化も図っております。 

(4)役員報酬及び監査報酬 

 当事業年度における当社の取締役および監査役に対する役員報酬、及び監査法人に対する監査報酬は以下のとおり

であります。 

① 役員報酬 

   取締役に支払った報酬   32,282千円 

   監査役に支払った報酬   10,308千円 

      合計        42,590千円 

   （注）当期中の退任取締役の報酬を含んでおります。 

② 監査報酬 

    公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬   8,500千円 

    その他                          ――― 

(5)会計監査の状況 

当社は監査法人あずさ監査法人と監査契約を結んでおり、会計監査業務を執行した公認会計士は、下記のとおり

であります。 

公認会計士 沖 恒弘氏 

公認会計士 山田 治彦氏 

会計監査業務に係る補助者は下記のとおりであります。 

公認会計士 ２名 

会計士補  ３名 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1)当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）の基づいて作成しております。 

ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし

書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

ただし、第９期事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし

書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）

及び第９期事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）並びに当連結会計年度（平成17年４月１日から平

成18年３月31日まで）及び第10期事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸

表について、あずさ監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   477,545   1,710,069  

２．受取手形及び売掛金   921,939   1,315,829  

３．有価証券   1,905,437   468,159  

４．たな卸資産   205,963   380,465  

５．未収入金   6,183   －  

６．その他   199,744   140,428  

貸倒引当金   △80   △120  

流動資産合計   3,716,733 69.7  4,014,832 71.2 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

(1)建物  3,671   3,671   

減価償却累計額  2,450 1,220  2,634 1,037  

(2)車両運搬具  60,843   －   

減価償却累計額  56,336 4,506  － －  

(3)工具器具及び備品  209,104   296,526   

減価償却累計額  158,400 50,704  244,955 51,570  

有形固定資産合計   56,431 1.0  52,607 0.9 

２．無形固定資産        

(1)連結調整勘定   463,882   －  

(2)特許権等   487,621   －  

(3)ソフトウエア   112,451   67,989  

(4)電話加入権   700   700  

無形固定資産合計   1,064,656 20.0  68,689 1.2 

 



  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

３．投資その他の資産        

(1)投資有価証券   281,704   1,395,940  

(2)繰延税金資産   80,331   23,696  

(3)その他   132,332   87,205  

貸倒引当金   △315   △315  

投資その他の資産合計   494,052 9.3  1,506,528 26.7 

固定資産合計   1,615,140 30.3  1,627,825 28.8 

資産合計   5,331,873 100.0  5,642,657 100.0 

        

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形及び買掛金   195,787   125,451  

２．賞与引当金   33,911   33,726  

３．その他   342,993   119,522  

流動負債合計   572,692 10.7  278,700 5.0 

Ⅱ 固定負債        

１．新株予約権付社債   －   1,700,000  

２．繰延税金負債   4,778   35,962  

３．退職給付引当金   22,614   25,946  

固定負債合計   27,393 0.5  1,761,908 31.2 

負債合計   600,085 11.2  2,040,609 36.2 

        

（少数株主持分）        

少数株主持分   111,229 2.1  103,553 1.8 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 *2  2,972,725 55.8  3,022,725 53.6 

Ⅱ 資本剰余金   3,439,224 64.5  3,489,224 61.8 

Ⅲ 利益剰余金   △1,792,176 △33.6  △3,068,958 △54.4 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  5,165 0.1  44,731 0.8 

Ⅴ 為替換算調整勘定   △4,379 △0.1  11,013 0.2 

Ⅵ 自己株式 *3  － －  △241 △0.0 

資本合計   4,620,558 86.7  3,498,494 62.0 

負債、少数株主持分及び
資本合計 

  5,331,873 100.0  5,642,657 100.0 

        



②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   1,941,821 100.0  2,636,734 100.0 

Ⅱ 売上原価   1,539,110 79.3  1,978,965 75.0 

売上総利益   402,710 20.7  657,768 25.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 *1、2  880,924 45.3  1,133,487 43.0 

営業損失   478,213 △24.6  475,718 △18.0 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  996   5,170   

２．為替差益  42,180   46,428   

３．研究開発等助成金  3,950   －   

４．業務受託収入  21,600   12,000   

５．雑収入  5,870 74,597 3.8 3,493 67,092 2.5 

Ⅴ 営業外費用        

１．社債発行費  －   5,259   

２．雑損失  328 328 0.0 483 5,743 0.2 

経常損失   403,944 △20.8  414,369 △15.7 

Ⅵ 特別利益        

１．損害賠償金収入  95,028   －   

２．貸倒引当金戻入益  60 95,088 4.9 － － － 

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産除却損 *3 －   20,110   

２．投資有価証券評価損  37,255   27,829   

３．減損損失 *4 －   739,738   

４．たな卸資産評価損  － 37,255 1.9 92,869 880,547 33.4 

税金等調整前当期純損
失 

  346,111 △17.8  1,294,917 △49.1 

法人税、住民税及び事
業税 

 1,534   1,888   

法人税等調整額  △516 1,017 0.1 65,034 66,922 2.5 

少数株主損失   － －  85,058 3.2 

当期純損失   347,129 △17.9  1,276,781 △48.4 

        



③【連結剰余金計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   3,439,224  3,439,224 

Ⅱ 資本剰余金増加高        

１．新株予約権行使による
増加高 

 － － 50,000 50,000 

Ⅲ 資本剰余金期末残高   3,439,224  3,489,224 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   △1,445,047  △1,792,176 

Ⅱ 利益剰余金減少高      

１．当期純損失  △347,129 △347,129 △1,276,781 △1,276,781 

Ⅲ 利益剰余金期末残高   △1,792,176  △3,068,958 

      



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

税金等調整前当期純損失  △346,111 △1,294,917 

減価償却費  23,917 23,512 

無形固定資産償却額  155,917 168,091 

連結調整勘定償却額  － 92,776 

損害賠償金収入  △95,028 － 

社債発行費  － 5,259 

たな卸資産評価損  － 92,869 

固定資産除却損  － 20,110 

投資有価証券評価損  37,255 27,829 

減損損失  － 739,738 

貸倒引当金の増減額  97 40 

賞与引当金の増減額  △10,469 △885 

退職給付引当金の増減額  △5,148 2,593 

受取利息  △996 △5,170 

為替差損益  △7,634 △12,580 

売上債権の増減額  47,816 △381,826 

たな卸資産の増減額  △82,316 △265,762 

前渡金の増減額  △23,992 60,586 

未収入金の増減額  432 1,943 

仕入債務の増減額  83,902 △73,523 

その他流動資産増減額  △21,283 9,910 

前受金の増減額  － △188,635 

その他流動負債増減額  45,938 △51,884 

その他  △7,529 33,931 

小計  △205,232 △995,993 

利息の受取額  1,026 3,831 

損害賠償金の受取額  54,530 － 

法人税等の支払額  △5,175 △1,661 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △154,851 △993,823 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

有価証券の取得による支
出 

 △100,000 － 

有価証券の償還による収
入 

 100,000 － 

有形固定資産の取得によ
る支出 

 △9,462 △15,718 

無形固定資産等の取得に
よる支出 

 △72,129 △5,240 

投資有価証券の取得によ
る支出 

 △100,000 △1,003,039 

新規連結子会社株式取得
による収入 

*2 104,383 － 

貸付けによる支出  － △90,000 

貸付金の回収による収入  － 90,000 

その他  1,533 △711 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △75,675 △1,024,710 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

新株予約権付社債発行に
よる収入 

 － 1,800,000 

社債発行費の支出  － △5,259 

自己株式の取得による支
出 

 － △241 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 － 1,794,499 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額 

 7,652 17,817 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少
額 

 △222,875 △206,216 

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残
高 

 2,605,858 2,382,983 

Ⅶ  連結範囲変更に伴う現金同
等物の増加額 

 － 1,462 

Ⅷ 現金及び現金同等物期末残
高 

 2,382,983 2,178,229 

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数     5社 

連結子会社名 

RVU，INC 

株式会社リアルビジョン北九州 

MacroTech Semiconductor Corporat

ion 

MacroTech Semiconductor Corporat

ion(USA) 

MacroTech Semiconductor Corporat

ion(BVI) 

 MacroTech Semiconductor Corporatio

n、MacroTech Semiconductor Corporatio

n(USA)、MacroTech Semiconductor Corpo

ration(BVI)については、当連結会計年度

においてMacroTech Semiconductor Corpo

ration株式の取得によって新たに子会社

となったため、当連結会計年度より連結

の範囲に含めております。ただし、みな

し取得日が平成16年12月31日（同社の決

算日）であり、当連結会計年度末におい

て子会社の正規の決算を基礎として連結

決算を行うため、貸借対照表のみを連結

しております。 

(1) 連結子会社の数     7社 

連結子会社名 

RVU，INC 

株式会社リアルビジョン北九州 

MacroTech Semiconductor Corporat

ion 

MacroTech Semiconductor Corporat

ion(USA) 

MacroTech Semiconductor Corporat

ion(BVI) 

TSUNAMI2002-1号投資事業組合 

TSUNAMI2004-1号投資事業組合 

 TSUNAMI2002-1号投資事業組合、TSUNAM

I2004-1号投資事業組合については、当社

の出資としての重要性が実質的に増加し

たことにより、当連結会計年度より連結

の範囲に含めております。なお、期末日

を連結子会社の支配獲得日としているた

め、貸借対照表のみを連結しておりま

す。 

 (2) 主要な非連結子会社の名称等 

非連結子会社名 

MacroTech Semiconductor Corporat

ion(LLC) 

（連結の範囲から除いた理由） 

総資産、売上高、当期純損益(持分に見合

う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等

は、いずれも連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないためであります。 

(2)       同左 

２．持分法の適用に関する事

項 

 持分法を適用していない非連結子会社

は、当期純損益(持分に見合う額)および

利益剰余金(持分に見合う額)等に及ぼす

影響が軽微であり、かつ全体としても重

要性がないため、持分法の適用範囲から

除外しております。 

 同左 

 



 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社のうち、MacroTech Semicon

ductor Corporation、MacroTech Semicon

ductor Corporation(USA)、MacroTech Se

miconductor Corporation(BVI)の決算日

は12月31日であります。 

 連結財務諸表の作成にあたっては、各

子会社の決算日現在の財務諸表を使用し

ております。ただし、決算日が連結決算

日と異なる上記３社については、連結決

算日までの期間に発生した重要な取引に

ついて、連結上必要な調整を行っており

ます。 

 連結子会社のうち、MacroTech Semicon

ductor Corporation、MacroTech Semicon

ductor Corporation(USA)、MacroTech Se

miconductor Corporation(BVI)、TSUNAMI

2002-1号投資事業組合、TSUNAMI2004-1号

投資事業組合の決算日は12月31日であり

ます。 

 連結財務諸表の作成にあたっては、各

子会社の決算日現在の財務諸表を使用し

ております。ただし、決算日が連結決算

日と異なる上記５社については、連結決

算日までの期間に発生した重要な取引に

ついて、連結上必要な調整を行っており

ます。 

４．会計処理基準に関する事

項 

  

(1)重要な資産の評価基準

及び評価方法 

(イ)有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

(イ)有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

 その他有価証券 

時価のないもの 

 主として移動平均法による原価法 

 なお、投資事業有限責任組合及び

それに類する組合への出資（証券取

引法第２条第２項により有価証券と

みなされるもの）については、組合

契約に規定される決算報告日に応じ

て入手可能な最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取り込む方

法によっております。 

その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法及び償却

原価法（定額法） 

 なお、投資事業有限責任組合及び

それに類する組合への出資（証券取

引法第２条第２項により有価証券と

みなされるもの）については、組合

契約に規定される決算報告日に応じ

て入手可能な最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取り込む方

法によっております。 

 (ロ)デリバティブ 

時価法 

(ロ)デリバティブ 

同左 

 (ハ)たな卸資産 

製 品… 当社及び国内連結子会社

は移動平均法による原価

法、在外連結子会社は主と

して移動平均法による低価

法 

(ハ)たな卸資産 

製 品… 同左 

 原材料… 当社及び国内連結子会社

は移動平均法による原価

法、在外連結子会社は主と

して移動平均法による低価

法 

原材料… 同左 

 



 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 仕掛品… 当社及び国内連結子会社

は移動平均法による原価法

及び個別法による原価法、

在外連結子会社は主として

移動平均法による低価法 

仕掛品… 同左 

(2)重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

(イ)有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は定率法、

在外連結子会社は主として定額法によ

っております。 

 主な耐用年数は以下の通りでありま

す。 

建物        3～15年 

車両運搬具       5年 

工具器具及び備品  3～20年 

(イ)有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は定率法、

在外連結子会社は主として定額法によ

っております。 

 主な耐用年数は以下の通りでありま

す。 

建物        3～15年 

車両運搬具       5年 

工具器具及び備品  2～20年 

 (ロ)無形固定資産 

特許権等 

 7年間の均等償却によっておりま

す。 

(ロ)無形固定資産 

特許権等 

同左 

 ソフトウェア 

 市場販売目的のソフトウェアにつ

いては、販売可能な有効期間（3年）

に基づく定額法、自社利用のソフト

ウェアについては、社内における利

用可能期間（2～5年）に基づく定額

法によっております。 

ソフトウェア 

同左 

(3)重要な繰延資産の処理

方法 

――― 

  

(イ)社債発行費 

 支出時に全額費用として処理してお

ります。 

(4)重要な引当金の計上基

準 

(イ)貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

(イ)貸倒引当金 

同左 

 (ロ)賞与引当金 

 従業員の賞与の支払いに備えるた

め、当連結会計年度に負担すべき支給

見込額を計上しております。 

(ロ)賞与引当金 

同左 

 



 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (ハ)退職給付金引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込み額に基づき、計

上しております。 

 なお、当社及び国内連結子会社につ

いては簡便法（退職給付に係る期末自

己都合要支給額を退職給付債務とする

方法）により計上しております。 

 会計基準変更時差異については、15

年による均等額を費用処理しておりま

す。数理計算上の差異については、発

生した各連結会計年度における従業員

の平均残存勤務期間による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理することとして

おります。 

(ハ)退職給付金引当金 

同左 

(5)重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への換

算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。な

お、在外子会社の資産及び負債は、決算

日の直物為替相場により円貨に換算し、

収益及び費用は期中平均相場により円貨

に換算し、換算差額は資本の部における

為替換算調整勘定に含めて計上しており

ます。 

同左 

(6)重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

(7)その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

(イ)消費税の会計処理 

税抜方式によっております。 

(イ)消費税の会計処理 

同左 

 (ロ)連結納税制度の適用 

 連結納税制度を適用しております。 

(ロ)連結納税制度の適用 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 全面時価評価法によっております。 同左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定の償却については、5年間

の均等償却を行っております。 

同左 

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分又は損失処理について、連結会計年

度中に確定した利益処分又は損失処理に

基づいて作成しております。 

同左 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から3ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

（表示方法の変更） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ――― 

  

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 

平成14年8月9日））及び「固定資産の減損に係る会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第6号 平成15年

10月31日）に基づき、当連結会計年度から同会計基準及

び同適用指針を適用しております。これにより税金等調

整前当期純損失は739,738千円増加しております。 

 セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載して

おります。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき当該各資産の金額から直接控除してお

ります。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（連結貸借対照表） 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法

律第97号）が平成16年6月9日に公布され、平成16年12月1

日より適用になること及び「金融商品会計に関する実務

指針」（会計制度委員会報告第14号）が平成17年2月15日

付で改正されたことに伴い、当連結会計年度から投資事

業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（証券取

引法第2条第2項により有価証券とみなされるもの）を、

投資その他の資産の「出資金」として表示する方法か

ら、投資有価証券として表示する方法に変更いたしまし

た。 

 なお、当連結会計年度末の「投資有価証券」に含まれ

る当該出資の額は150,000千円であり、前連結会計年度末

における投資その他の資産の「出資金」に含まれている

当該出資の額は50,000千円であります。 

（連結貸借対照表） 

 前連結会計年度まで区分掲記しておりました「未収入

金」（当連結会計年度は4,126千円）は、当連結会計年度

において資産の総額の100分の１以下となったため、流動

資産の「その他」に含めて表示することにいたしまし

た。 



（追加情報） 

注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課

税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱

い」（企業会計基準委員会（平成16年２月13日））が公

表されたことに伴い、当連結会計年度から同実務対応報

告に基づき、法人事業税の付加価値割及び資本割13,465

千円を販売費及び一般管理費として処理しております。 

 ――― 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

 １ 偶発債務 

 株式会社朋栄から、放送機器向けグラフィックスボー

ドの量産製品の発注に関し750,546千円の損害賠償請求訴

訟の提起を平成17年3月3日付で当社は受けました。 

 当社は、審理の過程で当社に損害賠償義務がないこと

を主張し、見解の相違を正してゆく方針であります。 

 １ 偶発債務 

 株式会社朋栄から、放送機器向けグラフィックスボー

ドの量産製品の発注に関し750,546千円の損害賠償請求訴

訟の提起を平成17年3月3日付で当社は受けました。 

 当社は、審理の過程で当社に損害賠償義務がないこと

を主張し、見解の相違を正してゆく方針であります。 

＊２ 当社の発行済株式総数は、普通株式40,488株であ

ります。 

＊２ 当社の発行済株式総数は、普通株式41,187.30株で

あります。 

＊３         ―――  ＊３ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式1.30株

であります。 



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

＊１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。 

＊１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。 

(1) 給料手当 116,185千円

(2) 賞与引当金繰入額 7,497千円

(3) 退職給付費用 3,481千円

(4) 研究開発費 497,447千円

(1) 給料手当    203,860千円

(2) 賞与引当金繰入額    14,542千円

(3) 退職給付費用      4,705千円

(4) 研究開発費      456,112千円

＊２ 一般管理費に含まれる研究開発費 

497,447千円 

＊２ 一般管理費に含まれる研究開発費 

      456,112 千円 

＊３         ―――  ＊３ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

工具器具及び備品 575 千円 

長期前払費用 19,535 千円 

合計 20,110 千円 

＊４         ―――  ＊４ 減損損失 

 当社グループは管理会計の区分を基礎に資産のグルー

ピングを行っております。当連結会計年度において以下

のグループについて減損処理をしました。 

 放送グラフィックスで使用している資産について、国

内放送局の大規模設備更新が当面期待できないこと等の

理由から、当連結会計年度にグラフィックス関連の放送

グラフィックスグループの事業を大幅に縮小したことに

伴い、将来キャッシュ・フロー見積期間にわたって回収

可能性が認められないことから、全額、減損損失として

特別損失に計上しました。 

 ターンキーサービス関連を行っている台湾のMacrotech

社の連結調整勘定は、当連結会計年度の個別財務諸表に

おいて、Macrotech社株式（子会社株式）の減損処理を行

ったことに伴い、全額、減損損失として特別損失に計上

しました。 

場所 用途 種類 
減損損失 
(千円) 

グラフィックス関
連の放送グラフィ
ックスグループ
（神奈川県横浜
市） 

放送グラフ
ィックス製
品の開発 

特許権等 368,632 

ターンキーサービ
ス関連（台湾新竹
市） 

ターンキー
サービス 

連結調整勘
定 

371,106 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 １ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

(平成17年３月31日現在) 

(千円) 

 １ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

(平成18年３月31日現在) 

(千円) 

現金及び預金勘定 477,545

有価証券勘定 1,905,437

現金及び現金同等物 2,382,983

現金及び預金勘定 1,710,069

有価証券勘定 468,159

現金及び現金同等物 2,178,229

＊２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内容 

 未収入金及び損害賠償金収入の充当によるMacroTech  

Semiconductor Corp.株式の取得により新たに 

MacroTech Semiconductor Corp.他計3社を連結したこと

に伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに 

MacroTech Semiconductor Corp.株式の取得価額と 

MacroTech Semiconductor Corp.取得による収入（純額）

との関係は次のとおりであります。 

(千円) 

＊２         ――― 

流動資産 314,632

固定資産 228,324

連結調整勘定 463,882

流動負債 △289,440

固定負債 △6,339

少数株主持分 △111,229

MacroTech Semiconductor 

Corp．株式の取得価額 

 

599,830

未収入金充当額 △559,331

損害賠償金収入 △40,498

新規連結子会社の 

現金及び現金同等物 

 

104,383

新規連結子会社 

株式取得による収入 

 

104,383

 

３         ――― ３ 重要な非資金取引の内容 

新株予約権の行使 

(千円) 

 新株予約権の行使による資本金増加額 50,000

新株予約権の行使による資本準備金増加額 50,000

新株予約権の行使による新株予約権付社債減

少額 

 

100,000



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却累
計額相当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

有形固定資産
（工具器具及び
備品） 

8,800 4,583 4,216 

ソフトウェア 4,790 1,915 2,874 

合計 13,590 6,499 7,090 

 
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却累
計額相当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

有形固定資産
（工具器具及び
備品） 

8,800 6,783 2,016 

ソフトウェア 4,790 2,873 1,916 

合計 13,590 9,657 3,932 

(2)未経過リース料期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額 

１年内 3,187 千円

１年超 4,048 千円

合計 7,236 千円

１年内 3,062千円

１年超 986千円

合計 4,048千円

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 3,301 千円 

減価償却費相当額 3,157 千円 

支払利息相当額 180 千円 

支払リース料 3,301千円 

減価償却費相当額 3,157千円 

支払利息相当額 114千円 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5)利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得相当額との差額を

利息相当額とし、各期への配分法については、利息法

によっております。 

(5)利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 12,348 千円

１年超 7,596 千円

合計 19,945 千円

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 6,620千円

１年超 3,556千円

合計 10,176千円



（有価証券関係） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

１．売買目的有価証券 

 該当はありません。 

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  該当はありません。 

３．その他有価証券で時価のあるもの 

 該当はありません。 

４．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成16年4月1日 至 平成17年3月31日） 

  該当はありません。 

５．時価評価されていない主な有価証券 

（注）当連結会計年度において有価証券の減損処理を行い、減損処理金額は37,255千円であります。 

６．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

 連結貸借対照表計上額（千円） 

(1)その他有価証券  

マネー・マネージメント・ファンド 1,117,460 

フリー・ファイナンシャル・ファンド 497,957 

キャッシュ・リザーブ・ファンド 290,020 

投資事業組合出資金 162,551 

非上場外国株式 89,552 

新株予約権付社債 24,000 

非上場国内株式 5,600 

合計 2,187,142 

 
１年以内 
（千円） 

１年超５年以内 
（千円） 

５年超10年以内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

１．債券     

(1)新株予約権付社債 － － 24,000 － 

合計 － － 24,000 － 



当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

１．売買目的有価証券 

 該当はありません。 

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  該当はありません。 

３．その他有価証券で時価のあるもの 

 該当はありません。 

４．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成17年4月1日 至 平成18年3月31日） 

  該当はありません。 

５．時価評価されていない主な有価証券 

（注）当連結会計年度において有価証券の減損処理を行い、減損処理金額は27,829千円であります。 

６．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

 連結貸借対照表計上額（千円） 

(1)その他有価証券  

非上場外国株式 684,340 

非上場外国債券 682,000 

マネー・マネージメント・ファンド 230,165 

フリー・ファイナンシャル・ファンド 197,970 

キャッシュ・リザーブ・ファンド 40,023 

非上場国内債券 24,000 

非上場国内株式 5,600 

合計 1,864,100 

 
１年以内 
（千円） 

１年超５年以内 
（千円） 

５年超10年以内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

１．債券     

(1)非上場外国債券 － 682,000 － － 

(2)非上場国内債券 － 24,000 － － 

合計 － 706,000 － － 



（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．取引の状況に関する事項 １．取引の状況に関する事項 

(1)取引の内容 

 当社の利用しているデリバティブ取引は、先物為

替予約取引であります。 

(1)取引の内容 

同左 

(2)取引に対する取組方針 

 当社の先物為替予約取引は、将来の為替の変動に

よるリスク回避を目的としており、投機的な取引は

行わない方針であります。 

(2)取引に対する取組方針 

同左 

(3)取引の利用目的 

 当社の先物為替予約取引は、外貨建金銭債権債務

の為替変動リスクを回避し、安定的な利益の確保を

図る目的で利用しております。 

(3)取引の利用目的 

同左 

(4)取引に係わるリスクの内容 

 先物為替予約取引は為替相場の変動によるリスク

はありますが、保有する外貨建債権債務の為替変動

リスクを相殺しており、全体としてリスクの軽減に

寄与するものと考えております。 

なお、先物為替予約取引における取引相手先は、大

手金融機関に限定しており、相手方の契約不履行に

よるリスクはほとんどないと判断しております。 

(4)取引に係わるリスクの内容 

同左 

(5)取引に係わるリスクの管理体制 

 先物為替予約取引は、取引権限等を定めた社内ルー

ルに従い、経営本部が実行及び管理を行っておりま

す。 

(5)取引に係わるリスクの管理体制 

 先物為替予約取引は、取引権限等を定めた社内ルー

ルに従い、管理部が実行及び管理を行っております。 

２．取引の時価等に関する事項 

 先物為替予約取引は、当連結会計年度中に全額決済い

たしましたので、当会計年度末には残高はありませ

ん。 

２．取引の時価等に関する事項 

同左 



（退職給付会計関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社及び国内連結子会社は、退職金規程に基づいて、確定給付型の制度として、会社に満1年以上勤続する

従業員が退職するとき退職一時金を支給しております。なお、一部海外子会社においても確定給付型の制度を

設けております。 

２．退職給付債務に関する事項 

（注）当社及び国内連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

３．退職給付費用に関する事項 

（注）簡便法を採用している当社及び国内連結子会社の退職給付費用は、「(1)勤務費用」に計上しております。 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

（注）上記は、原則法を採用している一部の海外子会社にかかるものであり、当社及び国内連結子会社は、簡便法を採

用しておりますので基礎率等はありません。 

  
前連結会計年度 

（平成17年3月31日現在） 
当連結会計年度 

（平成18年3月31日現在） 

(1) 退職給付債務 △24,155千円 △22,504千円 

(2) 年金資産 1,891千円      3,196千円 

(3) 未積立退職給付債務(1)＋(2) △22,264千円    △19,307千円 

(4) 会計基準変更時差異の未処理額 852千円    868千円 

(5) 未認識数理計算上の差異 △1,202千円 △7,507千円 

(6) 連結貸借対照表上の純額(3)+(4)+(5) △22,614千円 △25,946千円 

(7) 退職給付引当金 △22,614千円 △25,946千円 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1) 勤務費用 6,548千円 5,860千円 

(2) 利息費用 － 292千円 

(3) 期待運用収益 － △36千円 

(4) 会計基準変更時差異の費用処理額 － △4千円 

(5) 数理計算上の差異の費用処理額 － － 

(6) 退職給付費用(1)+(2)-(3)+(4)+(5) 6,548千円 6,112千円 

  
前連結会計年度 

（平成17年3月31日現在） 
当連結会計年度 

（平成18年3月31日現在） 

(1) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

(2) 割引率 3.5％   3.5％ 

(3) 期待運用収益率 3.5％   3.5％ 

(4) 数理計算上の差異の処理年数 23年 

 発生した各連結会計年度に

おける従業員の平均残存勤務

期間による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理する

こととしております。 

22～23年 

 同左 

(5) 会計基準変更時差異の処理年数 15年 15年 



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率の差異の原因となった主項目の内訳 

前連結会計年度（平成17年３月31日現在） 

 税金等調整前当期純損失を計上しているため、記載しておりません。 

当連結会計年度（平成18年３月31日現在） 

 税金等調整前当期純損失を計上しているため、記載しておりません。 

  （単位：千円）

 
前連結会計年度 

（平成17年３月31日）
当連結会計年度 

（平成18年３月31日）

繰延税金資産     

退職給付引当金  8,185  9,650 

賞与引当金  10,708  11,505 

未払事業税  5,472  2,821 

減価償却超過額  40,269  36,364 

減損損失  －  149,812 

たな卸資産評価損  184,745  260,528 

繰越欠損金  739,357  1,134,727 

その他  32,169  18,545 

繰延税金資産小計  1,020,907  1,623,956 

評価性引当額  △939,554  △1,600,259 

繰延税金資産合計  81,352  23,696 

繰延税金負債     

特別償却準備金  △1,242  △725 

その他有価証券評価差額金  △3,536  △35,236 

繰延税金負債計  △4,778  △35,962 

繰延税金資産（負債）の純額  76,573  △12,265 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっています。 

２．各区分の主な事業の内容 

(1) グラフィックス関連：グラフィックスLSI、グラフィックスボード、ソフト開発等 

(2) 部材関連：半導体部材等の原材料の輸出取引等 

(3) ターンキーサービス関連：LSI及びボード等の設計・製造サービス 

(4) その他：情報機器販売等 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(383,476千円)の主なものは、管理部門及

び営業部門等の費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額(2,743,078千円)の主なものは、当社での余資運

用資金（現金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産であります。 

５．「ターンキーサービス関連」は、前連結会計年度は、「LSI設計・製造サービス関連」として「その他」に

含めて表示しておりましたが、当連結会計年度において全セグメントの資産の合計の10%を超えたため、区

分掲記し、当連結会計年度より連結した子会社の事業内容を考慮して、セグメントの名称を「ターンキーサ

ービス関連」に変更いたしました。なお、前連結会計年度の「ターンキーサービス関連」の取引はなく、資

産は529,999千円であります。 

 
グラフィッ
クス関連 
（千円） 

部材関連 
（千円） 

ターンキ
ーサービ
ス関連 
（千円） 

その他 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全
社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業損

益 
       

売上高        

(1）外部顧客に対す

る売上高 
1,015,959 925,474 － 586 1,941,821 － 1,941,821 

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

－ － － － － － － 

計 1,015,959 925,474 － 586 1,941,821 － 1,941,821 

営業費用 1,129,149 906,815 － 593 2,036,557 383,476 2,420,034 

営業利益又は営業

損失（△） 
△113,189 18,458 － △6 △94,736 △383,476 △478,213 

Ⅱ．資産、減価償却費

及び資本的支出 
       

資産 1,664,403 28,846 895,433 111 2,588,795 2,743,078 5,331,873 

減価償却費 169,360 － － － 169,360 10,474 179,835 

資本的支出 86,964 － － － 86,964 7,894 94,858 



当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっています。 

２．各区分の主な事業の内容 

(1) グラフィックス関連：グラフィックスLSI、グラフィックスボード、ソフト開発等 

(2) 部材関連：液晶部材等の原材料の輸出取引等 

(3) ターンキーサービス関連：LSI及びボード等の設計・製造サービス 

(4) その他：情報機器販売等 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(401,587千円)の主なものは、管理及び営

業等の費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額(3,677,454千円)の主なものは、当社での余資運

用資金（現金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理に係る資産であります。 

５．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれています。 

 
グラフィッ
クス関連 
（千円） 

部材関連 
（千円） 

ターンキ
ーサービ
ス関連 
（千円） 

その他 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全
社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業損

益 
       

売上高        

(1）外部顧客に対す

る売上高 
1,202,926 901,272 531,680 855 2,636,734 － 2,636,734 

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

－ － 224 － 224 △224 － 

計 1,202,926 901,272 531,905 855 2,636,958 △224 2,636,734 

営業費用 1,133,073 879,438 703,432 810 2,716,754 395,698 3,112,452 

営業利益又は営業

損失（△） 
69,852 21,834 △171,527 45 △79,795 △395,922 △475,718 

Ⅱ．資産、減価償却

費、減損損失及び

資本的支出 

       

資産 1,396,793 376,697 191,711 － 1,965,203 3,677,454 5,642,657 

減価償却費 182,044 － 45,949 － 227,994 5,050 233,044 

減損損失 368,632 － 371,106 － 739,738 － 739,738 

資本的支出 17,081 － 808 － 17,889 6,886 24,775 



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成16年4月1日 至平成17年3月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1) その他… 英国領バージン諸島 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(383,476千円)の主なものは、管理部門及

び営業部門等の費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額(2,743,078千円)の主なものは、当社での余資運

用資金（現金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産であります。 

 
日本 
（千円） 

米国 
（千円） 

台湾 
（千円） 

その他 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全
社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業損

益 
       

売上高        

(1）外部顧客に対す

る売上高 
1,902,087 39,733 － － 1,941,821 － 1,941,821 

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

35,516 14,768 － － 50,285 △50,285 － 

計 1,937,603 54,502 － － 1,992,106 △50,285 1,941,821 

営業費用 2,038,444 34,464 － － 2,072,908 347,126 2,420,034 

営業利益又は営業

損失（△） 
△100,841 20,038 － － △80,802 △397,411 △478,213 

Ⅱ．資産 1,719,213 451,967 479,329 1,375 2,651,885 2,679,988 5,331,873 



当連結会計年度（自平成17年4月1日 至平成18年3月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1) その他… 英国領バージン諸島 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(401,587千円)の主なものは、管理及び営

業等の費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額(3,677,454千円)の主なものは、当社での余資運

用資金（現金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理に係る資産であります。 

 
日本 
（千円） 

米国 
（千円） 

台湾 
（千円） 

その他 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全
社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業損

益 
       

売上高        

(1）外部顧客に対す

る売上高 
2,009,964 348,437 278,332 － 2,636,734 － 2,636,734 

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

79,906 14,062 26,873 － 120,841 △120,841 － 

計 2,089,871 362,499 305,205 － 2,757,576 △120,841 2,636,734 

営業費用 2,012,753 353,705 449,889 645 2,816,993 295,459 3,112,452 

営業利益又は営業

損失（△） 
77,117 8,794 △144,683 △645 △59,417 △416,301 △475,718 

Ⅱ．資産 1,893,903 41,570 158,945 580 2,095,000 3,547,657 5,642,657 



【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1) アジア… 韓国、台湾、中国 

(2) その他… トルコ、ドイツ 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1) アジア… 台湾、韓国、中国 

(2) その他… スペイン 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 当社と関連当事者との取引には、開示すべき事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 当社と関連当事者との取引には、開示すべき事項はありません。 

 アジア 米国 その他 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 1,040,763 283,917 812 1,325,492 

Ⅱ 連結売上高（千円） － － － 1,941,821 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高

の割合（％） 
53.6 14.6 0.1 68.3 

 アジア 米国 その他 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 1,375,270 311,853 454 1,687,578 

Ⅱ 連結売上高（千円） － － － 2,636,734 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高

の割合（％） 
52.2 11.8 0.0 64.0 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

該当事項はありません。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 114,121円68銭

１株当たり当期純損失 8,573円64銭

１株当たり純資産額 84,943円78銭

１株当たり当期純損失 31,416円10銭

潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、１株

当たり当期純損失が計上されているため記載しておりま

せん。 

潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、１株

当たり当期純損失が計上されているため記載しておりま

せん。 

 
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当期純損失（千円） 347,129 1,276,781 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純損失（千円） 347,129 1,276,781 

期中平均株式数（株） 40,488 40,640.98 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

平成15年6月25日定時株主総会

決議及び平成15年７月14日取締役

会決議ストックオプション（新株

予約権の数820個） 

普通株式820株 

なお、新株予約権の概要は、

「第４提出会社の状況、１株式等

の状況、(2)新株予約権等の状

況」に記載のとおりであります。 

平成15年6月25日定時株主総会

決議及び平成15年７月14日取締役

会決議ストックオプション（新株

予約権の数547個） 

普通株式547株 

第1回新株予約権付社債（目的

となる株式の数 普通株式

11,888.11株） 

なお、新株予約権の概要は、

「第４提出会社の状況、１株式等

の状況、(2)新株予約権等の状況」

に記載のとおりであります。 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 （注）１．（ ）内書きは、１年以内の償還予定額であります。 

２．新株予約権付社債に関する記載は、次のとおりであります。 

 （注）１．本新株予約権付社債の社債権者が本新株予約権を行使したときは本社債の全額の償還に代えて当

該本新株予約権の行使に際して払込をなすべき額の全額の払込がなされたものとする請求があっ

たものとみなします。 

２．本新株予約権の行使に際して払込をなすべき1株あたりの額（以下「転換価額」という。）は、

当初143,000円とする。ただし、平成18年12月22日以降の毎月第4金曜日（以下「決定日」とい

う。）の翌取引日以降、転換価額は、決定日まで（当日を含む。）の5連続取引日（ただし、株

式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引に係る売買高加重平均価格（以下

「VWAP」という。）が算出されない日は除き、決定日が取引日でない場合には、決定日の直前の

VWAPが算出される取引日までの5連続取引日とする。以下「時価算定期間」という。）の各取引

日のVWAPの平均値の90%に相当する金額（円位未満小数第2位まで算出し、その小数第2位を切り

捨てる。）に修正された価額であります。 

３．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。 

【借入金等明細表】 

 該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 株式会社朋栄から、放送機器向けグラフィックスボードの量産製品の発注に関し750,546千円の損害賠償請求

訴訟の提起を平成17年3月3日付で当社は受けました。当社は、審理の過程で当社に損害賠償義務がないことを主

張し、見解の相違を正してゆく方針であります。 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

利率（％） 担保 償還期限 

株式会社リアルビジヨ

ン 

第1回無担保転換社債型

新株予約権付社債 

平成17年12月

22日 

－ 

  

1,700,000 

 （－） 
－  なし 

平成20年12月

22日 

合計 － － 
－ 

  

1,700,000 

 （－） 
－ － － 

銘柄 第1回無担保転換社債型新株予約権付社債 

発行すべき株式  普通株式 

新株予約権の発行価額（円） 無償 

株式の発行価格（円）  （注２） 

発行価額の総額（千円） 1,800,000 

新株予約権の行使により発行した株式の発行価額

の総額（千円） 
100,000 

新株予約権の付与割合（％） 100 

新株予約権の行使期間 平成17年12月26日から平成20年12月19日まで 

１年以内 
（千円） 

１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

－ － 1,700,000 － － 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   322,211   1,602,493  

２．受取手形   13,892   245,962  

３．売掛金 ＊３  846,184   1,048,743  

４．有価証券   1,894,431   438,136  

５．製品   126,424   97,972  

６．原材料   57,743   234,379  

７．仕掛品   11,233   36,505  

８．前渡金   23,992   57,121  

９．前払費用   13,652   5,424  

10．関係会社貸付金   －   58,735  

11．未収入金   2,408   －  

12．未収消費税   －   59,991  

13．その他   60,322   3,765  

14．貸倒引当金   △80   △120  

流動資産合計   3,372,418 68.2  3,889,110 71.3 

Ⅱ 固定資産        

(1)有形固定資産        

１．建物  3,671   3,671   

減価償却累計額  2,450 1,220  2,634 1,037  

２．工具器具及び備品  161,637   176,093   

減価償却累計額  125,116 36,520  139,324 36,769  

有形固定資産合計   37,741 0.8  37,806 0.7 

(2)無形固定資産        

１．特許権等   487,621   －  

２．ソフトウェア   112,463   68,001  

３．電話加入権   700   700  

無形固定資産合計   600,785 12.1  68,702 1.3 

(3)投資その他の資産        

１．投資有価証券   249,425   1,133,947  

 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

２．関係会社株式   654,640   284,268  

３．破産更生債権等   315   315  

４．その他   32,808   38,111  

５．貸倒引当金   △315   △315  

投資その他の資産合計   936,874 18.9  1,456,327 26.7 

固定資産合計   1,575,400 31.8  1,562,835 28.7 

資産合計   4,947,819 100.0  5,451,946 100.0 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．買掛金   123,775   63,279  

２．未払金   106,493   65,745  

３．未払費用   14,911   14,087  

４．未払法人税等   14,628   8,118  

５．預り金   2,006   1,938  

６．賞与引当金   26,350   28,310  

７．その他   639   78  

流動負債合計   288,804 5.9  181,557 3.3 

Ⅱ 固定負債        

１．新株予約権付社債   －   1,700,000  

２．繰延税金負債   4,778   31,350  

３．退職給付引当金   15,860   17,590  

固定負債合計   20,638 0.4  1,748,940 32.1 

負債合計   309,443 6.3  1,930,498 35.4 

 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ＊１  2,972,725 60.1  3,022,725 55.5 

Ⅱ 資本剰余金        

１．資本準備金  3,439,224   3,489,224   

資本剰余金合計   3,439,224 69.5  3,489,224 64.0 

Ⅲ 利益剰余金        

１．任意積立金        

(1)特別償却準備金 ＊５ 2,551   1,797   

２．当期未処理損失  1,781,290   3,036,787   

利益剰余金合計   △1,778,738 △36.0  △3,034,990 △55.7 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  5,165 0.1  44,731 0.8 

Ⅴ 自己株式 ＊２  － －  △241 △0.0 

資本合計   4,638,375 93.7  3,521,448 64.6 

負債及び資本合計   4,947,819 100.0  5,451,946 100.0 

        



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高        

１．製品売上高  1,011,963   1,187,743   

２．商品売上高  925,640 1,937,603 100.0 902,127 2,089,871 100.0 

Ⅱ 売上原価        

１．製品期首たな卸高  25,630   126,424   

２．当期製品製造原価  479,073   668,031   

３．当期商品仕入高  1,177,900   880,248   

合計  1,682,605   1,674,705   

４．他勘定への振替高  15,183   42,057   

５．製品期末たな卸高  126,424   97,972   

６．ソフトウェア償却費  － 1,540,996 79.5 22,000 1,556,675 74.5 

売上総利益   396,606 20.5  533,195 25.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 *1、2  860,275 44.4  832,405 39.8 

営業損失   463,669 △23.9  299,209 △14.3 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  805   1,040   

２．有価証券利息  179   1,656   

３．為替差益  42,414   48,533   

４．業務受託収入  21,600   12,000   

５．雑収入  2,272 67,272 3.4 995 64,226 3.1 

Ⅴ 営業外費用        

１．社債発行費  －   5,259   

２．雑損失  328 328 0.0 321 5,580 0.3 

経常損失   396,725 △20.5  240,563 △11.5 

 



（製造原価明細書） 

 （注）１．原価計算の方法は実際個別原価計算を採用しております。 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅵ 特別利益        

１．損害賠償金収入  95,028   －   

２．貸倒引当金戻入益  60 95,088 4.9 － － － 

Ⅶ 特別損失        

１．投資有価証券評価損  37,255   －   

２．減損損失 ＊３ －   368,632   

３．たな卸資産評価損  －   90,820   

４．関係会社株式評価損  － 37,255 1.9 555,541 1,014,994 48.6 

税引前当期純損失   338,891 △17.5  1,255,557 △60.1 

法人税、住民税及び事
業税 

 1,210   1,210   

法人税等調整額  △516 693 △0.0 △516 693 0.0 

当期純損失   339,585 △17.5  1,256,251 △60.1 

前期繰越損失   1,441,705   1,780,536  

当期未処理損失   1,781,290   3,036,787  

        

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費  201,797 44.3 490,876 70.1 

Ⅱ 労務費 ＊２ 8,997 2.0 － － 

Ⅲ 経費 ＊３ 244,648 53.7 209,255 29.9 

当期総製造費用  455,443 100.0 700,132 100.0 

期首仕掛品たな卸高  39,577  11,233  

合計  495,021  711,365  

期末仕掛品たな卸高  11,233  36,505  

他勘定振替高 ＊４ 4,714  6,828  

当期製品製造原価  479,073  668,031  



＊２．労務費の主な内訳は次のとおりであります。 

＊３．経費の主な内訳は次のとおりであります。 

＊４．他勘定振替高内訳は次のとおりであります。 

 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 金額（千円） 金額（千円） 

給料手当 7,076 － 

賞与引当金繰入額 851 － 

法定福利費 934 － 

 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 金額（千円） 金額（千円） 

業務委託費 192,339 209,255 

無形固定資産償却額 1,371 － 

消耗品費 48,037 － 

 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 金額（千円） 金額（千円） 

たな卸資産評価損 － 5,636 

販売促進費 4,714 999 

研究開発費 － 191 

合計 4,714 6,828 



③【損失処理計算書】 

  
前事業年度 
株主総会承認日 

（平成17年６月27日） 

当事業年度 
株主総会承認日 

（平成18年６月27日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処理損失   1,781,290  3,036,787 

Ⅱ 損失処理額      

 任意積立金取崩額      

特別償却準備金取崩額  754 754 754 754 

合計   1,780,536  3,036,032 

Ⅲ 次期繰越損失   1,780,536  3,036,032 

      



（重要な会計方針） 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及

び評価方法 

(1)子会社株式 

……移動平均法による原価法 

(1)子会社株式 

同左 

 (2) 満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

(2) 満期保有目的の債券 

同左 

 (3）その他有価証券 

時価のないもの 

主として移動平均法による原価法 

 なお、投資事業有限責任組合及

びそれに類する組合への出資（証

券取引法第２条第２項により有価

証券とみなされるもの）について

は、組合契約に規定される決算報

告日に応じて入手可能な最近の決

算書を基礎とし、持分相当額を純

額で取り込む方法によっておりま

す。 

(3）その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法及び償却

原価法（定額法） 

 なお、投資事業有限責任組合及

びそれに類する組合への出資（証

券取引法第２条第２項により有価

証券とみなされるもの）について

は、組合契約に規定される決算報

告日に応じて入手可能な最近の決

算書を基礎とし、持分相当額を純

額で取り込む方法によっておりま

す。 

２．デリバティブ等の評価

基準及び評価方法 

(1)デリバティブ 

……時価法 

(1)デリバティブ 

同左 

３．たな卸資産の評価基準

及び評価方法 

(1)製品 

……移動平均法による原価法 

(1)製品 

同左 

 (2)原材料 

……移動平均法による原価法 

(2)原材料 

同左 

 (3)仕掛品 

……移動平均法による原価法及び個

別法による原価法 

(3)仕掛品 

同左 

４．固定資産の減価償却の

方法 

(1)有形固定資産 

 定率法 

 主な耐用年数は以下の通りでありま

す。 

建物       3～15年 

工具器具及び備品 3～20年 

(1)有形固定資産 

 定率法 

 主な耐用年数は以下の通りでありま

す。 

建物       3～15年 

工具器具及び備品 2～20年 

 (2)無形固定資産 

特許権等 

 ７年間の均等償却によっておりま

す。 

(2)無形固定資産 

特許権等 

同左 

 ソフトウェア 

 市場販売目的のソフトウェアにつ

いては、販売可能な有効期間（3年）

に基づく定額法、自社利用のソフト

ウェアについては、社内における利

用可能期間（2～5年）に基づく定額

法によっております。 

ソフトウェア 

同左 

５．重要な繰延資産の処理

方法 

――― (1)社債発行費 

 支出時に全額費用として処理してお

ります。 

 



（会計処理方法の変更） 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

６．外貨建の資産及び負債

の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

同左 

７．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上することとしてお

ります。 

(1)貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支払いに備えるた

め、当事業年度に負担すべき支給見込

額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務の見

込額に基づき計上しております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

８．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

９．その他財務諸表作成の

ための基本となる重要な

事項 

(1）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

(1)消費税等の会計処理 

同左 

(2)連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 

(2)連結納税制度の適用 

同左 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 

平成14年8月9日））及び「固定資産の減損に係る会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第6号 平成15年

10月31日）に基づき、当事業年度から同会計基準及び同

適用指針を適用しております。これにより税引前当期純

損失は368,632千円増加しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき当該各資産の金額から直接控除しており

ます。 



（表示方法の変更） 

（追加情報） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（貸借対照表） 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法

律第97号）が平成16年6月9日に公布され、平成16年12月1

日より適用になること及び「金融商品会計に関する実務

指針」（会計制度委員会報告第14号）が平成17年2月15日

付で改正されたことに伴い、当事業年度から投資事業有

限責任組合及びそれに類する組合への出資（証券取引法

第2条第2項により有価証券とみなされるもの）を、投資

その他の資産の「出資金」として表示する方法から、投

資有価証券として表示する方法に変更いたしました。 

 なお、当事業年度末の「投資有価証券」に含まれる当

該出資の額は150,000千円であり、前事業年度末における

投資その他の資産の「出資金」に含まれている当該出資

の額は50,000千円であります。 

（貸借対照表） 

 前事業年度まで区分掲記しておりました「未収入金」

（当事業年度は44千円）は、当事業年度において資産の

総額の100分の１以下となったため、流動資産の「その

他」に含めて表示することにいたしました。 

 前事業年度まで流動資産の「その他」（前事業年度は

58,943千円）に含めて表示しておりました「未収消費

税」は、当事業年度において資産の総額の100分の１を超

えたため、区分掲記することにいたしました。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」

（企業会計基準委員会（平成16年２月13日））が公表さ

れたことに伴い、当事業年度から同実務対応報告に基づ

き、法人事業税の付加価値割及び資本割13,465千円を販

売費及び一般管理費として処理しております。 

────── 



（注記事項） 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

＊１ 授権株式数 普通株式 161,950株

発行済株式総数 普通株式 40,488株

＊１ 授権株式数 普通株式 161,950株

発行済株式総数 普通株式 41,187.30株

＊２         ―――  ＊２ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式1.30株

であります。 

＊３ 関係会社項目 

 関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか次のものがあります。 

＊３ 関係会社項目 

 関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか次のものがあります。 

売掛金 51,317千円 売掛金 89,232千円

 ４ 偶発債務 

 株式会社朋栄から、放送機器向けグラフィックス

ボードの量産製品の発注に関し750,546千円の損害賠

償請求訴訟の提起を平成17年3月3日付で当社は受け

ました。 

 当社は、審理の過程で当社に損害賠償義務がない

ことを主張し、見解の相違を正してゆく方針であり

ます。 

 ４ 偶発債務 

 株式会社朋栄から、放送機器向けグラフィックス

ボードの量産製品の発注に関し750,546千円の損害賠

償請求訴訟の提起を平成17年3月3日付で当社は受け

ました。 

 当社は、審理の過程で当社に損害賠償義務がない

ことを主張し、見解の相違を正してゆく方針であり

ます。 

＊５ 特別償却準備金は、租税特別措置法に基づいて積

み立てております。 

＊５          同左 

６ 配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は5,165千円で

あります。 

６ 配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は44,731千円

であります。 

 ７ 資本の欠損の金額は、1,778,738千円であります。  ７ 資本の欠損の金額は、3,035,231千円であります。 



（損益計算書関係） 

（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

＊１ 販売費に属する費用のおおよその割合は6.7％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は93.3％で

あります。 

 主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

＊１ 販売費に属する費用のおおよその割合は6.0％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は94.0％で

あります。 

 主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

(1)役員報酬 54,348千円

(2)給料手当 98,530千円

(3)賞与引当金繰入額 7,497千円

(4)退職給付費用 3,138千円

(5)研究開発費 490,436千円

(6)減価償却費 3,549千円

(7)報酬委託手数料 76,936千円

(8)広告宣伝費 49,776千円

(1)役員報酬  42,590千円

(2)給料手当 110,211千円

(3)賞与引当金繰入額 9,380千円

(4)退職給付費用 1,553千円

(5)研究開発費 452,445千円

(6)減価償却費 5,140千円

(7)報酬委託手数料 85,527千円

(8)広告宣伝費 42,386千円

＊２ 研究開発費の総額 ＊２ 研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費 一般管理費に含まれる研究開発費 

 490,436千円  452,445千円

＊３       ────── ＊３ 減損損失 

 当社は管理会計の区分を基礎に資産のグルーピングを

行っております。当事業年度において以下のグループに

ついて減損処理をしました。 

 放送グラフィックスで使用している資産について、国

内放送局の大規模設備更新が当面期待できないこと等の

理由から、当事業年度にグラフィックス関連の放送グラ

フィックスグループの事業を大幅に縮小したことに伴

い、将来キャッシュ・フロー見積期間にわたって回収可

能性が認められないことから、全額、減損損失として特

別損失に計上しました。 

場所 用途 種類 
減損損失 

(千円) 
グラフィックス関
連の放送グラフィ
ックスグループ
（神奈川県横浜
市） 

放送グラフ
ィックス製
品の開発 

特許権等 368,632

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

リース契約１件当たりのリース料総額が300万円を

超えるものがないため省略しております。 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

リース契約１件当たりのリース料総額が300万円を

超えるものがないため省略しております。 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 992千円

１年超 3,556千円

合計 4,548千円



（有価証券関係） 

前事業年度（平成17年３月31日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 該当はありません。 

当事業年度（平成18年３月31日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 該当はありません。 

（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率の差異の原因となった主項目の内訳 

前事業年度（平成17年３月31日現在） 

税引前当期純損失を計上しているため、記載しておりません。 

当事業年度（平成18年３月31日現在） 

税引前当期純損失を計上しているため、記載しておりません。 

  （単位：千円）

 
前事業年度 

（平成17年３月31日）
当事業年度 

（平成18年３月31日）

繰延税金資産     

退職給付引当金  6,109  7,148 

賞与引当金  10,708  11,505 

未払事業税  5,472  2,821 

減価償却超過額  18,536  23,586 

減損損失  －  149,812 

たな卸資産評価損  －  36,909 

繰越欠損金  620,433  936,976 

その他  61  1,377 

繰延税金資産小計  661,322  1,170,136 

評価性引当額  △661,322  △1,170,136 

繰延税金資産合計  －  － 

繰延税金負債     

特別償却準備金  △1,242  △725 

その他有価証券評価差額金  △3,536  △30,624 

繰延税金負債計  △4,778  △31,350 

繰延税金負債の純額  △4,778  △31,350 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

該当事項はありません。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 114,561円74銭

１株当たり当期純損失 8,387円30銭

１株当たり純資産額 85,501円11銭

１株当たり当期純損失 30,910円95銭

 潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、１株

当たり当期純損失が計上されているため記載しておりま

せん。 

 潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、１株

当たり当期純損失が計上されているため記載しておりま

せん。 

 
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当期純損失（千円） 339,585 1,256,251 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純損失（千円） 339,585 1,256,251 

期中平均株式数（株） 40,488 40,640.98 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

平成15年6月25日定時株主総会

決議及び平成15年７月14日取締役

会決議ストックオプション（新株

予約権の数820個） 

普通株式820株 

なお、新株予約権の概要は、

「第４提出会社の状況、１株式等

の状況、(2)新株予約権等の状

況」に記載のとおりであります。 

平成15年6月25日定時株主総会

決議及び平成15年７月14日取締役

会決議ストックオプション（新株

予約権の数547個） 

普通株式547株 

第1回新株予約権付社債（目的

となる株式の数 普通株式

11,888.11株） 

なお、新株予約権の概要は、

「第４提出会社の状況、１株式等

の状況、(2)新株予約権等の状況」

に記載のとおりであります。 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【債券】 

【その他】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

WIDE Corporation 400,000 361,500 

A.C.R.TECH CO.,LTD. 843,353 60,847 

ユーフォニック・テクノロジー㈱ 800 5,600 

小計 1,244,153 427,947 

計 1,244,153 427,947 

銘柄 券面総額（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

WIDE Corporation 無担保転換社債型新株

予約権付社債 
482,000 482,000 

WIDE Corporation 無担保分離型新株予約

権付社債 
200,000 200,000 

ユーフォニック・テクノロジー㈱ 第４回

無担保転換社債型新株予約権付社債 
24,000 24,000 

小計 706,000 706,000 

計 706,000 706,000 

種類及び銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

有価証券 
その他有

価証券 

   

ドイチエ・マネープラス 

（ディー・ダブリュー・エス・インベストメ

ント・エス・エー） 

20,000 200,142 

フリー・ファイナンシャル・ファンド 

（野村アセットマネジメント㈱） 197,970,390 197,970 

野村キャッシュ・リザーブ・ファンド 

（野村アセットマネジメント㈱） 40,023,528 40,023 

小計 238,013,918 438,136 

計 238,013,918 438,136 



【有形固定資産等明細表】 

（注）１．当期減少額欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

２．特許権等の当期減少額は、グラフィックス関連の放送グラフィックスグループの放送グラフィックス製品の開

発用特許権等の減損処理によるものであります。 

【資本金等明細表】 

 （注）１．当期末における自己株式数は、1.30株であります。 

 ２．資本金及び株式払込剰余金の当期増加額は第1回無担保転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の権利行

使による新株への転換によるものであります。 

 ３．特別償却準備金の当期減少額は、前事業年度決算の損失処理によるものであります。 

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高 
（千円） 

有形固定資産        

建物 3,671 － － 3,671 2,634 183 1,037 

工具器具及び備品 161,637 18,761 4,304 176,093 139,324 18,221 36,769 

有形固定資産計 165,308 18,761 4,304 179,765 141,959 18,404 37,806 

無形固定資産        

特許権等 832,925 － 
832,925 

（368,632）
－ － 118,989 － 

ソフトウェア 316,992 4,640 800 320,833 252,831 49,102 68,001 

電話加入権 700 － － 700 － － 700 

無形固定資産計 1,150,617 4,640 
833,725 

（368,632）
321,533 252,831 168,091 68,702 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（千円） 2,972,725 50,000 － 3,022,725 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式 （株） (40,488) (699.30) （－） (41,187.30) 

普通株式 （千円） 2,972,725 50,000 － 3,022,725 

計 （株） (40,488) (699.30) （－） (41,187.30) 

計 （千円） 2,972,725 50,000 － 3,022,725 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金） 

株式払込剰余金 
（千円） 3,439,224 50,000 － 3,489,224 

計 （千円） 3,439,224 50,000 － 3,489,224 

利益準備金及

び任意積立金 

（任意積立金） 

特別償却準備金 
（千円） 2,551 － 754 1,797 

計 （千円） 2,551 － 754 1,797 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 395 120 － 80 435 

賞与引当金 26,350 28,310 26,350 － 28,310 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

（現金及び預金） 

（受取手形） 

（相手先別内訳） 

（期日別内訳） 

（売掛金） 

（相手先別内訳） 

区分 金額（千円） 

現金 315 

預金の種類  

当座預金 50,372 

普通預金 1,441,612 

定期預金 100,000 

外貨預金 10,193 

小計 1,602,178 

合計 1,602,493 

相手先 金額（千円） 

兼松㈱ 149,310 

㈱ニフコ 89,250 

ビデオトロン㈱ 5,985 

ソニーイーエムシーエス㈱ 1,417 

合計 245,962 

期日別 金額（千円） 

平成18年４月 57,559 

平成18年６月 188,403 

合計 245,962 

相手先 金額（千円） 

WIDE Corporation 496,220 

兼松㈱ 193,738 

Double Black Imaging Corporation 109,529 

RVU,INC 89,232 

㈱ナナオ 73,237 

その他 86,785 

合計 1,048,743 



（売掛金の発生及び回収並びに滞留状況） 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

（製品） 

（原材料） 

（仕掛品） 

（関係会社株式） 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

846,184 2,192,903 1,990,344 1,048,743 65.5 158 

品名 金額（千円） 

グラフィックスボード 97,972 

合計 97,972 

品名 金額（千円） 

グラフィックスＬＳＩ 214,199 

グラフィックスボード開発 13,835 

その他 6,344 

合計 234,379 

品名 金額（千円） 

グラフィックスボード開発 36,505 

合計 36,505 

相手先 金額（千円） 

TSUNAMI2004-1号投資事業組合 124,834 

TSUNAMI2002-1号投資事業組合 60,335 

MacroTech Semiconductor Corporation 44,288 

RVU，INC 30,000 

株式会社リアルビジョン北九州 24,810 

合計 284,268 



（買掛金） 

（新株予約権付社債） 

(3）【その他】 

 株式会社朋栄から、放送機器向けグラフィックスボードの量産製品の発注に関し750,546千円の損害賠償請求

訴訟の提起を平成17年3月3日付で当社は受けました。当社は、審理の過程で当社に損害賠償義務がないことを主

張し、見解の相違を正してゆく方針であります。 

相手先 金額（千円） 

インターナショナルディスプレイテクノロジー㈱ 55,532 

アヴネットジャパン㈱ 3,650 

エブレン㈱ 2,565 

㈱平山彫刻所 753 

㈱ミキ 220 

その他 557 

合計 63,279 

種類 金額（千円） 

第１回無担保転換社債型新株予約権付社債 1,700,000 

合計 1,700,000 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注） 平成18年６月27日開催の定時株主総会の決議により定款が変更され、会社の公告方法は次のとおりとなり

ました。 

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公

告をすることができない場合の公告方法は、日本経済新聞に掲載する方法とする。 

決算期 ３月３１日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月３１日 

株券の種類 １株券、10株券 

中間配当基準日 ９月３０日 

１単元の株式数 ────── 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店および全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

端株の買取り  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店および全国各支店 

買取手数料 無料 

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

１．有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第９期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月27日関東財務局長に提出 

２．有価証券届出書（その他の者に対する割当）及びその添付書類 

 平成17年12月６日関東財務局長に提出 

３．半期報告書 

 （第10期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月26日関東財務局長に提出 

４．臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第6号（訴訟の提起）の規定に基づくもの 

平成18年６月６日関東財務局長に提出 

５．臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第4号（主要株主の異動）の規定に基づくもの 

平成18年６月６日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

  平成17年６月27日

株式会社リアルビジョン    

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 沖  恒弘 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 山田 治彦 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社リアルビジョンの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社リアルビジョン及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

※ 上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その

原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成18年６月27日

株式会社リアルビジョン    

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 沖  恒弘 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 山田 治彦 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社リアルビジョンの平成17年4月1日から平成18年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社リアルビジョン及び連結子会社の平成18年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報  

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は、固定資産の減損に係る会

計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

※ 上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その

原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成17年６月27日

株式会社リアルビジョン    

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 沖  恒弘 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 山田 治彦 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社リアルビジョンの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第９期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社リアルビジョンの平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※ 上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その

原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成18年６月27日

株式会社リアルビジョン    

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 沖  恒弘 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 山田 治彦 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社リアルビジョンの平成17年4月1日から平成18年3月31日までの第10期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社リアルビジョンの平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は、固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会

計基準により財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※ 上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その

原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。 
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